
平 成 １ ５ 年 １ ２ 月 ９ 日

第 ５ 回 大 野 郡 ５ 町 ２ 村 合 併 協 議 会

協 定 項 目 に 係 る 協 議 事 項 調 整 内 容



担当部会【総務部会】（総括表）
⑧地方税の取扱い ①②町村民税（個人、法人）・③固定資産税・④軽自動車税・⑤たばこ税・⑥特別土地保有税・⑦入湯税・⑧都市計画税・⑨鉱産税・⑩納税関係事業
大野郡５町２村で差異のある税については、次のとおり取扱うものとする。 ⑰納税方法については、口座振替制度を採用する。
　①個人町村民税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める納期による。 ⑨特別土地保有税の免税点については、５，０００㎡とする。
　②法人町村民税の税率については、地方税法３１４条の６により１００分の１２．３とする。 ⑩入湯税については、新市においても設ける。
　③三重町の課税標準の特例については、新市において不均一課税として設ける。 ⑪都市計画税については、新市においても設ける。
　④固定資産税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める納期による。 ⑫納期前納付に対する報奨金の交付率は、１００分の０．５とする。
　⑤新市の土地評価の方法については、路線価式評価法及びその他宅地評価法とする。 ⑬納期前納付に対する報奨金の対象となる納期については、三重町、大野町の例による。
　⑥軽自動車税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める納期による。 ⑭納期前納付に対する報奨金の交付限度額は、三重町の例による。
　⑦ナンバープレートの再交付弁償金については、三重町の例による。 ⑮納税組合制度・納税組合助成金については合併時に廃止する。
　⑧臨時運行許可事務及び手数料については、三重町、大野町、千歳村、犬飼町の例による。 ⑯納税通知の方法（個人町村民税・固定資産税・軽自動車税）については、新市において自治会長（仮称）の公務として行う。

町村民税（個人） 町村民税（個人） 町村民税（個人） 町村民税（個人） 町村民税（個人） 町村民税（個人） 町村民税（個人） 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
（１）納期 （1）納期 （1）納期 （1）納期 （1）納期 （1）納期 （1）納期 個人町村民税の納期については，地方税法及び市町村税条例準

則に定める納期による。
1 第１期　　６月１日～同月３０日 左記に同じ 第１期　６月１日～同月３０日 第１期　６月１日～同月３０日 第１期　６月１日～同月３０日 左記に同じ 左記に同じ
第２期　　８月１日～同月３１日　 第２期　８月１日～同月３１日　 第２期　８月１日～同月３１日　 第２期　８月１日～同月３１日　 地方税法320条　6、8、10、翌年1月
第３期　１０月１日～同月３１日 第３期　10月１日～同月３１日 第３期　10月１日～同月３１日 第３期　10月１日～同月３１日 準則　翌年1/1～1/31
第４期　　１月１日～同月３１日 第４期　12月１日～同月２５日 第４期　12月１日～同月２８日 第４期　１月１日～同月３１日 ３項

町村民税（法人） 町村民税（法人） 町村民税（法人） 町村民税（法人） 町村民税（法人） 町村民税（法人） 町村民税（法人） 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
（１）法人税割税率 （1）法人税割税率 （1）法人税割税率 （1）法人税割税率 （1）法人税割税率 （1）法人税割税率 （1）法人税割税率 法人町村民税の税率については、地方税法３１４条の６により

2 １００分の１２．３とする。
４項

固定資産税 固定資産税 固定資産税 固定資産税 固定資産税 固定資産税 固定資産税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
（１）課税標準の特例（不均一課税） （１）課税標準の特例 （１）課税標準の特例 （１）課税標準の特例 （１）課税標準の特例 （１）課税標準の特例 （１）課税標準の特例 三重町の課税標準の特例については、新市において不均一課税
　　該当条例あり（適用なし） 　　（不均一課税） 　　（不均一課税） 　　（不均一課税） 　　（不均一課税） 　　（不均一課税） 　　（不均一課税） として設ける。
○国際観光ホテル整備法第３２条に 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし
　基づく不均一課税の特例 5項
○１００分の１．０
○条例適用から５年間

（２）納期 （２）納期 （２）納期 （２）納期 （２）納期 （２）納期 （２）納期 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
3 固定資産税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則
第１期　　　４月１日～同月３０日 第１期　　　４月１日～同月３０日 第１期　　　４月１日～同月３０日 第１期　　　４月１日～同月３０日 第１期　　　４月１日～同月３０日 に定める納期による。 5項
第２期　　　７月１日～同月３１日 左記に同じ 第２期　　　７月１日～同月３１日 第２期　　　７月１日～同月３１日 第２期　　　７月１日～同月３１日 第２期　　　７月１日～同月３１日 左記に同じ
第３期　　１２月１日～同月２５日 第３期　　　９月１日～同月３０日 第３期　　１２月１日～同月２８日 第３期　　１２月１日～同月３１日 第３期　　１２月１日～同月３１日 地方税法362条　4月、7月、12月及び翌年の2月中
第４期　　　２月１日～同月末日 第４期　　　１月１日～同月末日 第４期　　　１月１日～同月末日 第４期　　　２月１日～同月末日 第４期　　　２月１日～同月末日 準則　３期　12/1～12.25

※第１期のみ納期特例条例有 　　　　　４期　2/1～同月末日
（３）土地・家屋評価の方法 （３）土地・家屋評価の方法 （３）土地・家屋評価の方法 （３）土地・家屋評価の方法 （３）土地・家屋評価の方法 （３）土地・家屋評価の方法 （３）土地・家屋評価の方法 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
　路線価採用の有無 有 　路線価採用の有無 無 　路線価採用の有無 有 　路線価採用の有無 無 　路線価採用の有無 無 　路線価採用の有無 無 　路線価採用の有無 無 新市の土地評価の方法については、路線価式評価法及びその他

　その他宅地評価法 　路線価採用は一部地域。その 　その他宅地評価法 　その他宅地評価法 　その他宅地評価法 　その他宅地評価法 宅地評価法とする。家屋の評価方法については、現行のとおり
　他は、状況類似区分による。 とする。 5項

　家屋については、固定資産（家屋 　家屋については、固定資産（家 　家屋については、固定資産（家 　家屋については、固定資産（家 　家屋については、固定資産（家 　家屋については、固定資産（家 　家屋については、固定資産（家
　）評価基準による。 屋）評価基準による。 屋）評価基準による。 屋）評価基準による。 屋）評価基準による。 屋）評価基準による。 屋）評価基準による。

軽自動車税 軽自動車税 軽自動車税 軽自動車税 軽自動車税 軽自動車税 軽自動車税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
（１）納期 （１）納期 （１）納期 （１）納期 （１）納期 （１）納期 （１）納期 軽自動車税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則
　　４月１１日～４月３０日 　　左記に同じ 　　５月１日～５月３１日 　　４月１１日～４月３０日 　　左記に同じ 　　左記に同じ 　　左記に同じ に定める納期による。

地方税法４４５条　４月中、準則4/11～4/30 ７項
（２）ナンバープレートの再交付 （２）ナンバープレートの再交付 （２）ナンバープレートの再交付 （２）ナンバープレートの再交付 （２）ナンバープレートの再交付 （２）ナンバープレートの再交付 （２）ナンバープレートの再交付 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）

4 　　　弁償金 　　　弁償金 　　　弁償金 　　　弁償金 　　　弁償金 　　　弁償金 　　　弁償金 ナンバープレートの再交付弁償金については、三重町の例によ
２００円 １００円 なし なし なし なし ３００円 る。 ７項

（３）臨時運行許可事務の有無 （３）臨時運行許可事務の有無 （３）臨時運行許可事務の有無 （３）臨時運行許可事務の有無 （３）臨時運行許可事務の有無 （３）臨時運行許可事務の有無 （３）臨時運行許可事務の有無 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
有 無 無 無 有 有 有 臨時運行許可事務及び手数料については、三重町、大野町、千
手数料　７５０円 手数料　７５０円 手数料　７５０円 手数料　７５０円 歳村、犬飼町の例による。 ７項

特別土地保有税 特別土地保有税 特別土地保有税 特別土地保有税 特別土地保有税 特別土地保有税 特別土地保有税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
5 （１）免税点 （１）免税点 （１）免税点 （１）免税点 （１）免税点 （１）免税点 （１）免税点 特別土地保有税の免税点については、５，０００㎡とする。
　　５，０００㎡未満 　１０，０００㎡未満 　１０，０００㎡未満 　１０，０００㎡未満 　１０，０００㎡未満 　１０，０００㎡未満 　１０，０００㎡未満 ９項

入湯税 入湯税 入湯税 入湯税 入湯税 入湯税 入湯税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
（１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 入湯税については、新市においても設ける。

6 　　該当なし 　　該当なし 　　鉱泉浴場における入湯客 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし ９項
（２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率
　　該当なし 　　該当なし 　　入湯客１人１日につき150円 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし 　　該当なし

都市計画税 都市計画税 都市計画税 都市計画税 都市計画税 都市計画税 都市計画税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
（１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 （１）納税義務者 都市計画税については、新市においても設ける。
　都市計画区域のうち、原則として 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし ９項
　用途区域内に所在する土地・家屋

7 　の所有者
（２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率 （２）税率
　１００分の０．１ 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし
（3）課税標準 （3）課税標準 （3）課税標準 （3）課税標準 （3）課税標準 （3）課税標準 （3）課税標準
　原則として当該土地及び家屋の価 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし
　格。土地については、特例措置と
　負担調整がある。

大野郡５町２村合併協議会
大項目 中項目

協定項目第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

調　査 大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況
調整の具体的内容

町村名 千歳村 犬飼町清川村 緒方町 朝地町 大野町三重町

12.30% 12.30%12.30% 12.30%12.30% 12.30% 12.80%

調整の具
体的内容
のまとめ



担当部会【総務部会】（総括表）
⑧地方税の取扱い ①②町村民税（個人、法人）・③固定資産税・④軽自動車税・⑤たばこ税・⑥特別土地保有税・⑦入湯税・⑧都市計画税・⑨鉱産税・⑩納税関係事業

納税関係事業 納税関係事業 納税関係事業 納税関係事業 納税関係事業 納税関係事業 納税関係事業
（１）納期前納付に対する報奨金 （１）納期前納付に対する報奨金 （１）納期前納付に対する報奨金 （１）納期前納付に対する報奨金 （１）納期前納付に対する報奨金 （１）納期前納付に対する報奨金 （１）納期前納付に対する報奨金 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
○報奨金 ○報奨金 ○報奨金 ○報奨金 ○報奨金 ○報奨金 ○報奨金 納期前納付に対する報奨金の交付率は、１００分の０．５とする。
　第１期の納期に全期前納した場合 　納期月において、その納期以降 　納期月において、その納期以降 　納期月において、その納期以降 　納期月において、その納期以降 　納期月において、その納期以降 　納期月において、その納期以降

8 、納期未到来の各納期毎（２期～４ の納期分を納付する場合は、その の納期分を納付する場合は、その の納期分を納付する場合は、その の納期分を納付する場合は、その の納期分を納付する場合は、その の納期分を納付する場合は、その 10項
期）に、納期前納付した期別税額（ 納付額の０．５／１００に納期前 納付額の１／１００に納期前にか 納付額の０．５／１００に納期前 納付額の０．７／１００に納期前 納付額の０．５／１００に納期前 納付額の１．０／１００に納期前
２５万円を上限とする）の１００分 にかかる月数を乗じた額を交付す かる月数を乗じた額を交付する。 にかかる月数を乗じた額を交付す にかかる月数を乗じた額を交付す にかかる月数を乗じた額を交付す にかかる月数を乗じた額を交付す
の０．５に納期限未到来月数を掛け る。ただし、その額が１００円未 ただし、当該納税者の未納に係る る。ただし、その額が１円未満で る。ただし、その額が１０円未満 る。ただし、その額が１０円未満 る。ただし、その額が１０円未満
た額の合算額を前納報奨金として交 満である場合及び当該納税者の未 徴収金がある場合においては、こ ある場合または各納期の税額が２ である場合及び当該納税者の未納 である場合及び当該納税者の未納 である場合及び当該納税者の未納
付する。 納に係る徴収金がある場合におい れを交付しない。 ，０００円未満である場合及び当 に係る徴収金がある場合において に係る徴収金がある場合において に係る徴収金がある場合において

ては、これを交付しない。 （Ｈ１５年度から条例改正し、第 該納税者に未納の徴収金がある場 は、これを交付しない。 は、これを交付しない。 は、これを交付しない。
１期のみ対象とし、１／１００を 合は交付しない。
０．５／１００とする）

○納期時期 ○納期時期 ○納期時期 ○納期時期 ○納期時期 ○納期時期 ○納期時期 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
　第１期 　各納期（第１期、２期、３期） 　条例改正により１期のみ 　各納期（第１期、２期、３期） 　第１期（全期前納した場合） 　各納期（第１期、２期、３期） 　各納期（第１期、２期、３期） 納期前納付に対する報奨金の対象となる納期については、三重町、

　　　（全期前納した場合） 大野町の例による。 10項
○交付限度額 ○交付限度額 ○交付限度額 ○交付限度額 ○交付限度額 ○交付限度額 ○交付限度額 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
　制限なし 　制限なし 　制限なし 　制限なし 　制限なし 　制限なし 　制限なし 納期前納付に対する報奨金の交付限度額は、三重町の例による。
　ただし、運用上の実質最高額は、 ただし、運用上の実質最高額は、 10項
　町県民税　　１２，５００円 　町県民税　　１７，５００円
　固定資産税　２２，５００円 　固定資産税　３１，５００円

（2）納税組合制度・納税組合助成金（2）納税組合制度・納税組合助成金（2）納税組合制度・納税組合助成金（2）納税組合制度・納税組合助成金（2）納税組合制度・納税組合助成金（2）納税組合制度・納税組合助成金（2）納税組合制度・納税組合助成金【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
　いずれも15年度より廃止 ■組合制度　　有 ■組合制度　　有 ■組合制度　　有 ■組合制度　　有 ■組合制度　　有 ■組合制度　　有 納税組合制度・納税組合助成金については、合併時に廃止する。

■助成金 ■助成金 ■助成金 ■助成金 ■助成金 ■助成金 10項
○村税普通税 ○住民税、固定、国民健康保険税 ○均等割　税目毎納期毎に２００ ○自治会長が、納付書を配布及び窓 ○地区単位―１００％納付した場 ○納税組合長手当
　完納の場合 2/100 　完納の場合 5/1000 　円 　口で納税した場合、手数料として 　合、納付税額の１００分の２を ・完納組合－均等割7,000円＋
　完納以外 なし 　（口座振替も対象としている） ○件数割　納付書１件当たり１０ 　、１枚につき１０円を交付する。 　交付 　組合世帯割（世帯数×150円）

　円 ○隣保班単位―地区に未納者がい ・未完納組合は上記の半額
○加算割　自治会の構成戸数の全 　た場合、完納の隣保班のみ１０ ○納税組合育成補助金-均等割+納
　戸加入で全ての納期内納付の場 　０分の１を交付する。 　税割
　合は１万円加算 ○年度末処理―年度末において組 加入割（加入世帯数/各区世帯数）
※納期内納付率が９０％以上でな 　合員全員が１００％納付してい 100%加入　　　　
　いと助成金交付なし。１００％ 　れば当初不交付並びに１％の隣 90%超100%未満　
　未満は助成金１／２ 　保班にそれぞれ１％を加算交付 　80%超90%未満　
　 　70%超80%未満　

　70%未満　　
納税割（納付額/調定）
　100%加入
　90%超100%未満
　80%超90%未満
　70%超80%未満
　70%未満

（3）納税通知及び納税方法 （3）納税通知及び納税方法 （3）納税通知及び納税方法 （3）納税通知及び納税方法 （3）納税通知及び納税方法 （3）納税通知及び納税方法 （3）納税通知及び納税方法 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
○ 駐在員(区長=自治会長)が配付 ○ 普通徴収（納税組合長経由 ○ 普通徴収 ○ 普通徴収（納税組合及び ○ 普通徴収 ○ 納税組合長及び個人に ○ 普通徴収 ①納税通知の方法（個人町村民税・固定資産税・軽自動車税）
町駐在員設置条例に公務として で個人に1期から4期までの納 納税組合を通じて各期ごとに 連絡班長を通じて配布） （納税通知書は、自治会を 1期の時に納税通知書を送付 納税組合長に毎期ごとに納付 　については、新市において自治会長 （仮称）の公務として
規定　　(１期に一括送付) 税通知書を送付） 納税通知書を送付 (１期に一括送付) 通じて配布。一部郵送有 書を送付、口座振替者につい 　行う。

(１期に一括送付) （納組以外の人へは郵送） 納付書は、口座振替以外の (１期に一括送付) ては毎期ごとに納入通知書を ②納税方法については、口座振替制度を採用する。 10項
○ 口座振替の者、及び希望者には ○ 管外の納税者については、 ○ 特別徴収（5月中旬まで 人のみ自治会を通じて配布。 組合長に配布依頼（個人ごと
直接郵送 郵便振替用紙を同封し直送 郵送） 一部郵送有） に封筒に入れる）

(各期ごとに送付) 町外の納税者については、郵
便振替用紙同封

○ 納税は口座振替 ○ 納税は納税組合経由 ○ 納税は口座振替 ○ 納税は口座振替 ○ 納税は口座振替 ○ 納税は納税組合経由 ○ 納税は口座振替
一部口座振替あり 一部口座振替あり

○ 納税場所
大銀、豊和、県信、労金、農協、
役場会計課(大銀派出所)、
郵便局（町外在住者及び希望者
　　　　には郵便振替用紙送付）

協定項目第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

調整の具体的内容
町村名 三重町 清川村 緒方町 朝地町 大野町 千歳村 犬飼町

対象外

30,000円
20,000円
10,000円
5,000円
対象外

納付額*1.1
納付額*0.8

調整の具
体的内容
のまとめ

納付額*0.5
納付額*0.2

調　査 大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

大野郡５町２村合併協議会
大項目 中項目



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取扱い ①住民税（個人町村民税）

① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
1.町内に住所を有する個人（均等割　 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
　額及び所得割額の合算額）　 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第２９４条）
2.町内に事務所、事業所又は家屋敷
　を有する個人で町内に住所を有しな （２については、現行なし）
　い者（均等割額のみ）
地方税法２９４条

② 個人の町村民税の非課税 ② 個人の町村民税の非課税 ② 個人の町村民税の非課税 ② 個人の町村民税の非課税 ② 個人の町村民税の非課税 ② 個人の町村民税の非課税 ② 個人の町村民税の非課税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
範囲 範囲 範囲 範囲 範囲 範囲 範囲 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。

（地方税法第２９５条第３項）
均等割
非課税基準　　 28万円 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ

③ 個人均等割の税率の軽減 ③ 個人均等割の税率の軽減 ③ 個人均等割の税率の軽減 ③ 個人均等割の税率の軽減 ③ 個人均等割の税率の軽減 ③ 個人均等割の税率の軽減 ③ 個人均等割の税率の軽減 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
の内容 の内容 の内容 の内容 の内容 の内容 の内容 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
・均等割を納付する義務がある控除対象配偶 （地方税法第３１１条）
　者又は扶養親族　300円 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ
・前号に掲げる控除対象配偶者又は扶養親族

　を2人以上有する者　当該控除対象配偶者又

　は扶養親族1人につき300円

④ 均等割税率 ④ 均等割税率 ④ 均等割税率 ④ 均等割税率 ④ 均等割税率 ④ 均等割税率 ④ 均等割税率 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
年額　　２，０００円（５万人未満） 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
地方税法３１０条 （地方税法第３１０条）

⑤ 所得割率 ⑤ 所得割率 ⑤ 所得割率 ⑤ 所得割率 ⑤ 所得割率 ⑤ 所得割率 ⑤ 所得割率 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
200万円以下　3％ ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
700万円以下　8％ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第３１４条の３）
700万円超　　12％
地方税法３１４条の3

⑥ 納期 ⑥ 納期 ⑥ 納期 ⑥ 納期 ⑥ 納期 ⑥ 納期 ⑥ 納期 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
第４期の納期に差異があるため、地方税法第３

第１期　　６月１日～同月３０日 左記に同じ 第１期　６月１日～同月３０日 第１期　６月１日～同月３０日 第１期　６月１日～同月３０日 左記に同じ 左記に同じ ２０条及び市町村税条例準則に定める納期によ
第２期　　８月１日～同月３１日　 第２期　８月１日～同月３１日　第２期　８月１日～同月３１日　第２期　８月１日～同月３１日　 る。
第３期　１０月１日～同月３１日 第３期　10月１日～同月３１日 第３期　10月１日～同月３１日 第３期　10月１日～同月３１日 （三重町、清川村、大野町、千歳村、犬飼町の例
第４期　　１月１日～同月３１日 第４期　12月１日～同月２５日 第４期　12月１日～同月２８日 第４期　１月１日～同月３１日 　による）

地方税法320条　6、8、10、翌年1月
準則　翌年1/1～1/31

⑦ 納税通知及び納税方法 ⑦ 納税通知及び納税方法 ⑦ 納税通知及び納税方法 ⑦ 納税通知及び納税方法 ⑦ 納税通知及び納税方法 ⑦ 納税通知及び納税方法 ⑦ 納税通知及び納税方法 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
● 駐在員(区長=自治会長)が配付 ● 普通徴収（納税組合長経由 ● 普通徴収 ● 普通徴収（納税組合及び ● 普通徴収 ● 納税組合長及び個人に ● 普通徴収 ①納税通知の方法については、新市において自
町駐在員設置条例に公務として で個人に1期から4期までの納 納税組合を通じて各期ごとに 連絡班長を通じて配布） （納税通知書は、自治会を 1期の時に納税通知書を送付 納税組合長に毎期ごとに納付 　治会長（仮称）の公務として行う。
規定　　(１期に一括送付) 税通知書を送付） 納税通知書を送付 (１期に一括送付) 通じて配布。一部郵送有 書を送付、口座振替者につい ②納入方法については、口座振替制度を採用する。

(１期に一括送付) （納組以外の人へは郵送） 納付書は、口座振替以外の (１期に一括送付) ては毎期ごとに納入通知書を
● 口座振替の者、及び希望者には ● 特別徴収（5月中旬まで 人のみ自治会を通じて配布。 組合長に配布依頼（個人ごとに
直接郵送 ● 管外の納税者については、 郵送） 一部郵送有） 封筒に入れる）

郵便振替用紙を同封し直送 (各期ごとに送付) 町外の納税者については、郵
便振替用紙同封

● 納入は口座振替 ● 納入は納税組合経由 ●納入は口座振替 ●納入は口座振替 ● 納入は口座振替 ● 納入は納税組合経由 ● 納入は口座振替
一部口座振替あり 一部口座振替あり

● 納入場所
大銀、豊和、県信、労金、農協、
役場会計課(大銀派出所)、
郵便局（町外在住者及び希望者
　　　　　には郵便振替用紙送付）

大野郡５町２村合併協議会

朝地町
調整の具体的内容

調　査

大項目 中項目

協議の結果

大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

協定項目　第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
町
　
　
　
村
　
　
　
別
　
　
　
内
　
　
　
容

大野町 千歳村 犬飼町町村名 三重町 清川村 緒方町



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取扱い ②住民税（法人町村民税）

① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
１．町内に事務所又は事業所を有 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
　有する法人（均等割額及び法人 （地方税法第２９４条）
　税割額の合算額による）
２．町内に寮、宿泊所、クラブその
　他これらに類する施設を有する
　法人で、当該町村に事務所又は
　事業所を有しないもの及び町内
　に事務所、事業所又は寮等を有
　する法人でない社団又は財団で
　代表者又は管理人の定めのある
　もの（均等割額による）

地方税法（２９４条） 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ

② 均等割税率 ② 均等割税率 ② 均等割税率 ② 均等割税率 ② 均等割税率 ② 均等割税率 ② 均等割税率 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村とも差異がないため現行のとおりとする。

資本金50億円超　　　　　従業員50人超　 3,000,000円 （地方税法第３１２条）
10億円超～50億円以下従業員50人超　 1,750,000円

10億円超～50億円以下従業員50人以下　 　410,000円 左記に同じ
１億円超～10億円以下　従業員50人超 　400,000円

１億円超～10億円以下　従業員50人以下 　160,000円

１千万円超～１億円以下従業員50人超　 　150,000円

１千万円超～１億円以下従業員50人以下 　130,000円

１千万円以下 従業員50人超 　120,000円

全各号にあげる法人以外の法人　　　　　　　　　　　　50,000円

地方税法３１２条
③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）

法人税割税率については、差異があるため地方税
地方税法３１４条の6 法３１４条の６により１００分の１２．３とする。

④ 申告期限及び納期限 ④ 申告期限及び納期限 ④ 申告期限及び納期限 ④ 申告期限及び納期限 ④ 申告期限及び納期限 ④ 申告期限及び納期限 ④ 申告期限及び納期限 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
事業年度終了の翌日から ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
２ヶ月以内 （地方税法３２１条の８）

協定項目　第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容　

法人税割税率

左記に同じ左記に同じ

法人税割税率 法人税割税率

三重町
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
町
　
　
　
村
　
　
　
別
　
　
　
内
　
　
　
容

清川村 緒方町 朝地町

12.30%

左記に同じ 左記に同じ

左記に同じ

左記に同じ

左記に同じ

大野郡５町２村合併協議会

犬飼町千歳村

協議の結果

調　査
町村名

大項目 中項目

左記に同じ

大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

左記に同じ左記に同じ左記に同じ左記に同じ

左記に同じ

左記に同じ

法人税割税率

左記に同じ

法人税割税率

調整の具体的内容
大野町

左記に同じ

12.80% 左記に同じ
法人税割税率
12.30%

法人税割税率
左記に同じ



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取扱い ③固定資産税

① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
1月１日現在、町内に所在する固定 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
資産（土地、家屋、償却資産）の所 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第３４２条、第３４３条、３５９条）
有者
地方税法第３４２条、３４３条、３５９条

② 課税標準 ② 課税基準 ② 課税基準 ② 課税基準 ② 課税基準 ② 課税基準 ② 課税基準 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
１月１日現在における当該固定資産 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
の価格 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第３４９条、第３４９条の２）
地方税法３４９条、３４９条の2
③ ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）

７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第３５０条）

地方税法３５０条
④ 課税明細書 ④ 課税明細書 ④ 課税明細書 ④ 課税明細書 ④ 課税明細書 ④ 課税明細書 ④ 課税明細書 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
納税者に納期限の１０日 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
前までに送付 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （H14年改正　通知義務が生じた）

⑤ 課税標準の特例（不均一課税）⑤ 課税標準の特例（不均一課税）⑤ 課税標準の特例（不均一課税）⑤ 課税標準の特例（不均一課税）⑤ 課税標準の特例（不均一課税）⑤ 課税標準の特例（不均一課税）⑤ 課税標準の特例（不均一課税）【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
○ 国際観光ホテル整備法第３２条 三重町の課税標準の特例については、新市におい
に基づく不均一課税の特例 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし て、不均一課税として設ける。
○ 税率 １００分の1.0 ※国際観光ホテル整備法に基づく登録ホテルに対して課する　

○ 条例適用から５年間 固定資産税の不均一課税に関する条例　三重町H6.4.1～適用　

（条例あり、該当なし） 税率1.0/100

⑥ 免税点 ⑥ 免税点 ⑥ 免税点 ⑥ 免税点 ⑥ 免税点 ⑥ 免税点 ⑥ 免税点 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村とも差異がないため現行のとおりとする。

左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第３５１条）

地方税法３５１条

⑦ 納期 ⑦ 納期 ⑦ 納期 ⑦ 納期 ⑦ 納期 ⑦ 納期 ⑦ 納期 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
第３期、第４期の納期に差異があるため、地方

第１期 ４月１日～同月３０日 第１期 ４月１日～同月３０日 第１期 ４月１日～同月30日 第１期 ４月１日～同月30日 第１期 ４月１日～同月30日 税法第３６２条及び市町村税条例準則に定める
第２期 ７月１日～同月３１日 左記に同じ 第２期 ７月１日～同月３１日 第２期 ７月１日～同月３１日 第２期 ７月１日～同月３１日 第２期 ７月１日～同月３１日 左記に同じ 納期による。
第３期 12月１日～同月２５日 第３期 ９月１日～同月３０日 第３期 12月１日～同月28日 第３期 12月１日～同月31日 第３期 12月１日～同月25日 （三重町、清川村、千歳村、犬飼町の例による）
第４期 ２月１日～同月末日 第４期 １月１日～同月末日 第４期 1月１日～同月末日 第４期 ２月１日～同月末日 第４期 ２月１日～同月末日 税法362条　4月、7月、12月及び翌年の2月中

※第１期のみ納期特例条例有 準則　３期　12/1～12.25
　　　　　４期　2/1～同月末日

⑧ 土地・家屋評価（評価の方法）⑧ 土地・家屋評価（評価の方法）⑧ 土地・家屋評価（評価の方法）⑧ 土地・家屋評価（評価の方法）⑧ 土地・家屋評価（評価の方法）⑧ 土地・家屋評価（評価の方法）⑧ 土地・家屋評価（評価の方法）【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
路線価採用の有無 有 路線価採用の有無 無 路線価採用の有無 有 路線価採用の有無 無 路線価採用の有無 無 路線価採用の有無 無 路線価採用の有無 無 新市の土地評価の方法については、路線価式評価

路線価採用は一部地域。 その他宅地評価法 その他宅地評価法 その他宅地評価法 その他宅地評価法 法及びその他の宅地評価法とする。
その他宅地評価法 その他は、状況類似区分 家屋の評価については、現行のとおりとする。

による。
家屋については、固定資産 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ
(家屋)評価基準による
⑨ 過誤納還付金 ⑨ 過誤納還付金 ⑨ 過誤納還付金 ⑨ 過誤納還付金 ⑨ 過誤納還付金 ⑨ 過誤納還付金 ⑨ 過誤納還付金 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
賦課誤りに伴う過誤納還付 ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
金の遡及は5年まで 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第１８条の３）
地方税法第１８条の３の
とおり

⑩ 課税減免（企業の課税免除の法 ⑩ 課税減免（企業の課税免除の法 ⑩ 課税減免（企業の課税免除の法 ⑩ 課税減免（企業の課税免除の法 ⑩ 課税減免（企業の課税免除の法 ⑩ 課税減免（企業の課税免除の法 ⑩ 課税減免（企業の課税免除の法 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
的採用制度も含めて） 的採用制度も含めて） 的採用制度も含めて） 的採用制度も含めて） 的採用制度も含めて） 的採用制度も含めて） 的採用制度も含めて） ７町村とも差異がないため現行のとおりとする。
（1）貧困により生活のため公私の援助

  を受ける者の所有する固定資産 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ
（2）公益のため直接専用する固定資産

 （有料で使用するものを除く）

（3）町の全部又は一部にわたる災害又

　は天候不順により、著しく価値を減じ

　た固定資産

（納期限前7日までに申請書を提出）

企業の課税免除（法的根拠） 企業の課税免除（法的根拠） 企業の課税免除（法的根拠） 企業の課税免除（法的根拠） 企業の課税免除（法的根拠） 企業の課税免除（法的根拠） 企業の課税免除（法的根拠）
・三重町税特別措置条例= 過疎法 過疎法 過疎法 過疎法 過疎法 過疎法 過疎法＝過疎地域自立促進特別措置法
 農工法による課税免除 農工法による課税免除 農工法による課税免除 農工法による課税免除 農工法による課税免除 農工法による課税免除 農工法による課税免除 農工法=農村地域工業等導入促進法

調　査 大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

税率

大野町 千歳村 犬飼町清川村

家屋
償却資産

1.40%

３０万円
２０万円
１５０万円

大野郡５町２村合併協議会

協定項目第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

調整内容

大項目 中項目

調整の具体的内容
町村名 朝地町緒方町三重町
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
町
　
　
　
村
　
　
　
別
　
　
　
内
　
　
　
容

土地



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取扱い ③固定資産税

⑪ 納税通知及び納税方法 ⑪ 納税通知及び納税方法 ⑪ 納税通知及び納税方法 ⑪ 納税通知及び納税方法 ⑪ 納税通知及び納税方法 ⑪ 納税通知及び納税方法 ⑪ 納税通知及び納税方法 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
個人住民税に同じ(Ｐ３)

個人住民税に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ

大野郡５町２村合併協議会
大項目 中項目

大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容 協定項目第８号

調整の具体的内容
町村名 三重町 清川村 緒方町 朝地町 大野町 千歳村 犬飼町
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
町
　
　
　
村
　
　
　
別
　
　
　
内
　
　
　
容

調整内容

調　査 大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取扱い ④軽自動車税

① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
4月1日現在、原動機付自転車、 ７町村で差異がないため、現行のとおりとする。
軽自動車、小型特殊自動車及 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第４４２条の２）
び二輪の小型自動車の所有者

② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村で差異がないため、現行のとおりとする。

原 二輪のもので総排気量0.05L以下又は定格出力0.6KW以下 （地方税法第４４４条）
動 自 二輪のもので総排気量0.05L超0.09L以下又は定格出力0.6KW超0.8WK以下
機 転 二輪のもので総排気量0.09L超又は定格出力0.8KW超
付 車 三輪以上のもので総排気量0.02L超又は定格出力0.25KW超

左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ
小
型 自
特 動
殊 車
二輪(側車付を含む)
三輪

営業用
自家用
営業用
自家用

上記に同じ

③ 賦課期日 ③ 賦課期日 ③ 賦課期日 ③ 賦課期日 ③ 賦課期日 ③ 賦課期日 ③ 賦課期日 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村で差異がないため、現行のとおりとする。
（地方税法第４４５条）

④ 納期 ④ 納期 ④ 納期 ④ 納期 ④ 納期 ④ 納期 ④ 納期 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
納期については、差異があるため、地方税法第４４５条

4月11日～4月30日 左記に同じ ５月１日～５月３１日 4月11日～4月30日 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 及び市町村税条例準則に定める納期による。
（三重町、清川村、朝地町、大野町、千歳村、犬飼町の例による）
税法445条　4月中、準則4/11～4/30

⑤ 納税通知及び納税方法 ⑤ 納税通知及び納税方法 ⑤ 納税通知及び納税方法 ⑤ 納税通知及び納税方法 ⑤ 納税通知及び納税方法 ⑤ 納税通知及び納税方法 ⑤ 納税通知及び納税方法 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
個人住民税に同じ（Ｐ３）

個人住民税に同じ 個人住民税に同じ 個人住民税に同じ 個人住民税に同じ 個人住民税に同じ 個人住民税に同じ 個人住民税に同じ

⑥ 身体障害者に対する減免 ⑥ 身体障害者に対する減免 ⑥ 身体障害者に対する減免 ⑥ 身体障害者に対する減免 ⑥ 身体障害者に対する減免 ⑥ 身体障害者に対する減免 ⑥ 身体障害者に対する減免 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村で差異がないため、現行のとおりとする。

当該身体障害者、当該身体障害者若し
くは精神障害者のために当該身体障害 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ
者と生計を一にするもの又は、当該身体
障害者等を常時介護するものが運転す
るもののうち町長が必要と認めるもの
(１台に限る)
⑦ナンバープレートの再交付弁償金 ⑦ナンバープレートの再交付弁償金 ⑦ナンバープレートの再交付弁償金 ⑦ナンバープレートの再交付弁償金 ⑦ナンバープレートの再交付弁償金 ⑦ナンバープレートの再交付弁償金 ⑦ナンバープレートの再交付弁償金 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）

ナンバープレートの再交付弁償金については、差異が　　　　　
２００円 100円 なし なし なし なし ３００円 あるため、三重町の例による。

■県下の事例
（豊後高田、真玉、香々地100円、竹田200円、直入123円、
荻130円、久住200円）

⑧ ナンバープレート規格 ⑧ ナンバープレート規格 ⑧ ナンバープレート規格 ⑧ ナンバープレート規格 ⑧ ナンバープレート規格 ⑧ ナンバープレート規格 ⑧ ナンバープレート規格 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
たて１０ｃｍ×よこ２０ｃｍ　 たて10ｃｍ×よこ17ｃｍ　 たて10ｃｍ×よこ17ｃｍ　 たて１０ｃｍ×よこ１７ｃｍ　 たて10ｃｍ×よこ17ｃｍ　 たて10ｃｍ×よこ20ｃｍ　 たて10ｃｍ×よこ17ｃｍ　 ナンバープレートの規格については、差異があるため、　　　　　
厚さ１ｍｍ 原付・小型特殊・農耕用 合併までに統一する。

⑨ 臨時運行許可事務の有無及び ⑨ 臨時運行許可事務の有無及び ⑨ 臨時運行許可事務の有無及び ⑨ 臨時運行許可事務の有無及び ⑨ 臨時運行許可事務の有無及び ⑨ 臨時運行許可事務の有無及び ⑨ 臨時運行許可事務の有無及び 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
手数料 手数料 手数料 手数料 手数料 手数料 手数料 臨時運行許可事務及び手数料のについては、三重町、大
該当あり　 該当なし 該当なし 該当なし 該当あり　 該当あり 該当あり 野町、千歳村、犬飼町の例による。
１車両につき７５０円 １車両につき７５０円 １車両につき７５０円 １車両につき７５０円

緒方町 朝地町

協定項目　第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

協議の結果

調　査

大項目

身体障害者等が所有する軽自動車等で

税額区分

清川村

農耕作業用のもの

四輪以上
貨物

乗用

町村名 三重町

その他のもの

7,200

大野郡５町２村合併協議会

犬飼町

中項目

調整の具体的内容
大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

軽

大野町 千歳村
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
町
　
　
　
村
　
　
　
別
　
　
　
内
　
　
　
容

二輪の小型自動車

4月1日 4月1日

種　　　別
1,000
1,200
1,600
2,500
4,000

自
動

4月1日

車

4月1日 4月1日

1,600

4,700

4月1日 4月1日

3,000
4,000
5,500

2,400
3,100



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取扱い ⑤たばこ税

① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村で差異がないため、現行のとおりとする。

製造たばこの製造者、特定販 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第４６５条）
売業者又は卸売販売業者

② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村で差異がないため、現行のとおりとする。

左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法附則第３０条の２）

15年７月１日から 
旧３品以外　　　2,977円
旧3品　　　　　　1,412円
③ 申告期限及び納期限 ③ 納期 ③ 納期 ③ 納期 ③ 納期 ③ 納期 ③ 納期 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）

７町村で差異がないため、現行のとおりとする。
毎月1日から月末までの分の 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第４７３条）
課税標準・税額について、
翌月末日までに申告納付

協定項目　第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

町村名 三重町 清川村
大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

緒方町 朝地町 大野町 千歳村
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
町
　
　
　
村
　
　
　
別
　
　
　
内
　
　
　
容

1000本あたりの税率（円）

2,668
1,266

分類

旧3品以外
旧3品

大野郡５町２村合併協議会

調整の具体的内容

大項目 中項目

犬飼町

協議の結果

調　査



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取り扱い ⑥特別土地保有税・⑦入湯税・⑧都市計画税・⑨鉱産税

⑥特別土地保有税 ⑥特別土地保有税 ⑥特別土地保有税 ⑥特別土地保有税 ⑥特別土地保有税 ⑥特別土地保有税 ⑥特別土地保有税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ７町村で差異がないため、現行のとおりとする。

（地方税法第５８５条）
土地の取得に対し、当該 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ
土地の所有者又は取得者

② 課税標準 ② 課税標準 ② 課税標準 ② 課税標準 ② 課税標準 ② 課税標準 ② 課税標準 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
７町村で差異がないため、現行のとおりとする。

土地の取得価格 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第５９３条）

③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 ③ 税率 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
保有分 （10年間） ７町村で差異がないため、現行のとおりとする。
取得税　　3.0% 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第５９４条）
・15年度以後については当分の間
　課税停止。 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
・14年度までは従前の例による。 免税点については、新市が都市計画区域を有することから、
④ 免税点 ④ 免税点 ④ 免税点 ④ 免税点 ④ 免税点 ④ 免税点 ④ 免税点 5,000㎡とする。
５，０００㎡未満 10,000㎡未満 10,000㎡未満 10,000㎡未満 10,000㎡未満 10,000㎡未満 10,000㎡未満 （地方税法第５９５条）

⑦入湯税 ⑦入湯税 ⑦入湯税 ⑦入湯税 ⑦入湯税 ⑦入湯税 ⑦入湯税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 緒方町の入湯税については、新市においても設ける。
該当なし 該当なし 鉱泉浴場における入湯客 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率
該当なし 該当なし 入湯客1人1日につき150円 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

⑧都市計画税 ⑧都市計画税 ⑧都市計画税 ⑧都市計画税 ⑧都市計画税 ⑧都市計画税 ⑧都市計画税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 三重町の都市計画税については、新市においても設ける。
都市計画区域のうち、原則として 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
用途地域内に所在する土地・家屋
の所有者

② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率
１００分の０．１ 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準
原則として当該土地及び家屋の 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
価格。土地については、特例措
置と負担調整がある。

⑨鉱産税 ⑨鉱産税 ⑨鉱産税 ⑨鉱産税 ⑨鉱産税 ⑨鉱産税 ⑨鉱産税 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ① 納税義務者 ７町村で差異がないため、現行のとおりとする。
鉱物掘採事業者 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ （地方税法第５１９条、５２０条）

② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率 ② 税率
１００分の1 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ

③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準 ③ 課税標準
鉱物の価格 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ

協議の結果

調　査
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容

1.40%

千歳村 犬飼町町村名
調整の具体的内容

大野町
大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　村　　　の　　　現　　　況

三重町 清川村 緒方町 朝地町

大項目 中項目
大野郡５町２村合併協議会

協定項目　第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容



担当部会【総務部会】
⑧地方税の取り扱い ⑩納税関係事業

納期前納付に対する報奨金 納期前納付に対する報奨金 納期前納付に対する報奨金 納期前納付に対する報奨金 納期前納付に対する報奨金 納期前納付に対する報奨金 納期前納付に対する報奨金 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
■ 対象となる税 ■ 対象となる税 ■ 対象となる税 ■ 対象となる税 ■ 対象となる税 ■ 対象となる税 ■ 対象となる税 ７町村で差異がないため、現行のとおりとする。
町村民税、固定資産税 町村民税、固定資産税 町村民税、固定資産税 町村民税、固定資産税 町村民税、固定資産税 町村民税、固定資産税 町村民税、固定資産税

■ 報奨金 ■ 報奨金 ■ 報奨金 ■ 報奨金 ■ 報奨金 ■ 報奨金 ■ 報奨金 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
第１期の納期に全期前納した場合、 納期月において、その納期以降の 納期月において、その納期以降の 納期月において、その納期以降の納 納期月において、その納期以降の納 納期月において、その納期以降の納 納期月において、その納期以降の 納期前納付に対する報奨金の交付率は、三重町、清川村、緒方町
納期未到来の各納期毎（２期～４期） 納期分を納付する場合は、その納 納期分を納付する場合は、その 期分を納付する場合は、その納付 期分を納付する場合は、その納付 期分を納付する場合は、その納付 納期分を納付する場合は、その納 、朝地町、千歳村の例による。（１００分の０．５）
に、納期前納付した期別税額（25万円 付額の0.5/100に納期前にかかる 納付額の1/100に納期前にかか 額の0.5/100に納期前にかかる月 額の0.7/100に納期前にかかる月 額の0.5/100に納期前にかかる月 付額の1.0/100に納期前にかかる
を上限とする）の100分の0.5に納期限 月数を乗じた額を交付する。 る月数を乗じた額を交付する。 数を乗じた額を交付する。 数を乗じた額を交付する。 数を乗じた額を交付する。 月数を乗じた額を交付する。
未到来月数を掛けた額の合算額を前 ただし、その額が100円未満である ただし、当該納税者の未納に ただし、その額が1円未満である場 ただし、その額が10円未満である ただし、その額が10円未満である ただし、その額が10円未満である
納報奨金として交付する。 場合及び当該納税者の未納に係 係る徴収金がある場合におい 合または各納期の税額が2,000円 場合及び当該納税者の未納に係 場合及び当該納税者の未納に係 場合及び当該納税者の未納に係

る徴収金がある場合においては、 ては、これを交付しない。 未満である場合及び当該納税者 る徴収金がある場合においては、 る徴収金がある場合においては、 る徴収金がある場合においては、
これを交付しない。 （Ｈ１５年度から条例改正し、第１期の に未納の徴収金がある場合は交 これを交付しない。 これを交付しない。 これを交付しない。

み対象とし、1/100を0.5/100とする） 付しない。

■ 納期時期 ■ 納期時期 ■ 納期時期 ■ 納期時期 ■ 納期時期 ■ 納期時期 ■ 納期時期 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
第１期（全期前納した場合） 各納期（第1期、2期、3期） 条例改正により１期のみ 各納期（第1期、2期、3期） 第１期（全期前納した場合） 各納期（第1期、2期、3期） 各納期（第1期、2期、3期） 対象となる納期の時期については、三重町、大野町の例による。

■ 交付限度額 ■ 交付限度額 ■ 交付限度額 ■ 交付限度額 ■ 交付限度額 ■ 交付限度額 ■ 交付限度額
制限なし 制限なし 制限なし 制限なし 制限なし 制限なし 制限なし
ただし運用上の実質最高額は、　 ただし運用上の実質最高額は、　 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
　町県民税　　 １２,５００円 　町県民税　　 １７，５００円 交付限度額については、三重町の例による。
　固定資産税　２２,５００円 　固定資産税　３１，５００円

納税組合制度・納税組合助成金 納税組合制度・納税組合助成金 納税組合制度・納税組合助成金 納税組合制度・納税組合助成金 納税組合制度・納税組合助成金 納税組合制度・納税組合助成金 納税組合制度・納税組合助成金 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
15年度より廃止 あり あり あり あり あり あり 納税組合制度・納税組合助成金については、合併時に廃止する。

■ 報奨金 ■ 報奨金 ■ 報奨金 ■報奨金 ■ 報奨金 ■ 納税組合長手当

○ 村税普通税 組合 ○ 住民税、固定、国民健康保険税 ○ 均等割税目毎　納期毎に200円 自治会長が、納付書を配布及び ○ 地区単位-100%納付した場合、納付 ○ 完納組合-均等割7,000円＋組合世帯割

完納の場合 2/100 完納の場合 5/1000 ○ 件数割　納付書1件当たり10円 窓口で納税した場合、手数料と 税額の100分の2を交付 （世帯数×150円）

完納以外 なし （口座振替も対象としている） ○ 加算割　自治会の構成戸数の全戸 して、１枚につき１０円を交付する。 ○ 隣保班単位-地区に未納者がいた場 ○ 未完納組合は上記の半額

加入で全ての納期内納付の場合は 合、完納の隣保班のみ100分の1を交 ■ 納税組合育成補助金-均等割+納税割

1万円加算 付する。 加入割（加入世帯数/各区世帯数）

※ 納期内納付率が90%以上でないと助 ○ 年度末処理-年度末において組合員 100%加入

成金交付なし。100%未満は助成金 全員が100%納付していれば当初不 90%超100%未満

交付並びに1%の隣保班にそれぞれ 80%超90%未満

１%を加算交付 70%超80%未満

70%未満

納税割（納付額/調定）

100%加入

90%超100%未満

80%超90%未満

70%超80%未満

70%未満

口座振替制度 口座振替制度 口座振替制度 口座振替制度 口座振替制度 口座振替制度 口座振替制度 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
あり 一部あり あり あり あり 一部あり あり 新市においては、口座振替制度を採用する。
■ 対象となる税目 ■ 対象となる税目 ■ 対象となる税目 ■ 対象となる税目 ■ 対象となる税目 ■ 対象となる税目 ■ 対象となる税目
町県民税、固定資産税、軽自動車税 固定資産税 町県民税、固定資産税、軽自動車税 県村民税、固定資産税、軽自動車税 町県民税、固定資産税、軽自動車税 固定資産税・国民健康保険税 町県民税、固定資産税、軽自動車税
国民健康保険税、介護保険料 国民健康保険税、介護保険料 国民健康保険税、介護保険料 国民健康保険税、介護保険料 国民健康保険税、介護保険料
■ 取扱い金融機関 ■ 取扱い金融機関 ■ 取扱い金融機関 ■ 取扱い金融機関 ■ 取扱い金融機関 ■ 取扱い金融機関 ■ 取扱い金融機関
町内に支店を持つ金融機関で、大分銀行 郵便局 大分銀行、大分県信用組合 大分銀行、豊和銀行、県信用 町内に支店を持つ、金融機関で、大分 大分銀行 大分銀行、ぶんご大野農協、郵便局
豊和銀行、県信用、労金、ぶんご大野農 ぶんご大野農協、郵便局 ぶんご大野農協、郵便局 銀行、県信用、ぶんご大野農協、郵便
協、郵便局 局
■ 申し込み及び振替日 ■ 申し込み及び振替日 ■ 申し込み及び振替日 ■ 申し込み及び振替日 ■ 申し込み及び振替日 ■ 申し込み及び振替日 ■ 申し込み及び振替日
○各金融機関の窓口で 役場窓口 役場窓口にて受付 ○税務課窓口または、上記金融機関で申請 ○各金融機関の窓口で大野町税等口座 役場窓口 金融機関の窓口
○振替不能者の再振替はしない。振替不能 ○毎月２８日振替（再振替次月１０日） ○振替不能者の再振替は実施している。 振替日・・各金融機関の指定する日

振替日は２８日（12月のみ２２日） 振替不納者は、再振替はしない。
・三重町は口座振替する税・料金ごとのデ その日が休日の場合は翌営業日 ※口座振替する税、料金ごとのデータの
ータの入ったＭＴを各金融機関ごとに正副 入ったＦＤを各金融機関ごとに正副２部
2部作成し振替指定日の５営業日前までに 作成し振替指定日の５営業日前までに
各金融機関に送付。処理済のＭＴを会計 各金融機関に送付。

課で

申告（相談）受付 申告（相談）受付 申告（相談）受付 申告（相談）受付 申告（相談）受付 申告（相談）受付 申告（相談）受付 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
■ 地区公民館役場等70ヵ所１３日間 ■ 役場及び公民館等２０箇所で ■ ２月中旬より1週間程度所得税申告受付 ■ 確定申告時は税務署と合同で対処 ■ 地区公民館72ヵ所で実施 ■ 公民館等20ヵ所及び役場で実施 ■ 地区公民館等38ヵ所で実施 申告（相談）受付については、合併までに調整する。
税務署５日間 実施 ２月下旬より町内行政区にて町県民税申 納税相談は、各地区巡回して対応

告受付

督促状 督促状 督促状 督促状 督促状 督促状 督促状 【幹事会案】（平成１５年５月１５日調整）
納期限後２０日以内に発送（郵送） 納期限後２０日以内に送付。 原則的には納付期限後２０日 納期限後、２０日以内に送付（18日前後）納期限後、２０日以内に送付 必要に応じて随時送付 納期限後２０日以内に発送 ７町村で差異がないため、現行のとおりとする。
地方税法371条１項 以内に発送 （ 封筒に入れ本人送付 ） （地方税法371条１項）

協議の結果

緒方町清川村

　　　　　５，０００円

三重町

協定項目　第８号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

犬飼町千歳村大野町朝地町

大項目 中項目

納付額*1.1

調整の具体的内容

　　　対象外

調　査 大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

1/2

大野郡５町２村合併協議会

町村名

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
町
　
　
　
村
　
　
　
別
　
　
　
内
　
　
　
容

３０，０００円

２０，０００円

１０，０００円

納付額*0.5

納付額*0.2

納付額*0.8

　　　対象外



町村名

現年課
税分
(A)

滞納繰
越分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課
税分
(Ｄ)

滞納繰
越分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課
税分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課
税分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

現年課
税分
(A)

滞納繰
越分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課
税分
(Ｄ)

滞納繰
越分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課
税分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課
税分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

現年課
税分
(A)

滞納繰
越分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課
税分
(Ｄ)

滞納繰
越分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課
税分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課
税分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

現年課
税分
(A)

滞納繰
越分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課
税分
(Ｄ)

滞納繰
越分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課
税分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課
税分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

一普通税 1,587,704 72,880 1,660,584 1,557,095 20,387 1,577,482 98.1% 28.0% 95.0% 114,697 1,413 116,110 114,446 178 114,624 99.8% 12.6% 98.7% 372,980 2,366 375,346 371,555 336 371,891 99.6% 14.2% 99.1% 189,777 3,287 193,064 188,766 771 189,537 99.5% 23.5% 98.2%

1　法定普通税 1,587,704 72,880 1,660,584 1,557,095 20,387 1,577,482 98.1% 28.0% 95.0% 114,697 1,413 116,110 114,446 178 114,624 99.8% 12.6% 98.7% 372,980 2,366 375,346 371,555 336 371,891 99.6% 14.2% 99.1% 189,777 3,287 193,064 188,766 771 189,537 99.5% 23.5% 98.2%

(１)市町村民税 648,153 25,768 673,921 639,063 7,327 646,390 98.6% 28.4% 95.9% 42,543 301 42,844 42,543 24 42,567 100.0% 8.0% 99.4% 150,127 227 150,354 149,536 70 149,606 99.6% 30.8% 99.5% 57,534 412 57,946 57,233 180 57,413 99.5% 43.7% 99.1%

　ア　個人均等割 11,132 535 11,667 10,947 490 11,437 98.3% 91.6% 98.0% 1,290 22 1,312 1,290 6 1,296 100.0% 27.3% 98.8% 3,348 0 3,348 3,348 0 3,348 100.0% #DIV/0! 100.0% 1,870 24 1,894 1,850 8 1,858 98.9% 33.3% 98.1%

　イ　所得割 492,747 22,984 515,731 484,789 6,675 491,464 98.4% 29.0% 95.3% 37,391 279 37,670 37,391 18 37,409 100.0% 6.5% 99.3% 133,265 227 133,492 132,674 70 132,744 99.6% 30.8% 99.4% 51,324 388 51,712 51,043 172 51,215 99.5% 44.3% 99.0%

　ウ　法人均等割 50,396 2,178 52,574 49,449 155 49,604 98.1% 7.1% 94.4% 2,925 0 2,925 2,925 0 2,925 100.0% #DIV/0! 100.0% 7,486 0 7,486 7,486 0 7,486 100.0% #DIV/0! 100.0% 3,789 0 3,789 3,789 0 3,789 100.0% #DIV/0! 100.0%

　エ　法人税割 93,878 71 93,949 93,878 7 93,885 100.0% 9.9% 99.9% 937 0 937 937 0 937 100.0% #DIV/0! 100.0% 6,028 0 6,028 6,028 0 6,028 100.0% #DIV/0! 100.0% 551 0 551 551 0 551 100.0% #DIV/0! 100.0%

（2）固定資産税 797,244 44,800 842,044 776,805 12,286 789,091 97.4% 27.4% 93.7% 55,316 902 56,218 55,232 107 55,339 99.8% 11.9% 98.4% 177,952 2,125 180,077 177,182 252 177,434 99.6% 11.9% 98.5% 106,207 2,821 109,028 105,561 561 106,122 99.4% 19.9% 97.3%

　ア　純固定資産税 788,410 44,800 833,210 767,971 12,286 780,257 97.4% 27.4% 93.6% 55,066 902 55,968 54,982 107 55,089 99.8% 11.9% 98.4% 173,859 2,125 175,984 173,089 252 173,341 99.6% 11.9% 98.5% 104,199 2,821 107,020 103,553 561 104,114 99.4% 19.9% 97.3%

　イ　交付金 8,834 0 8,834 8,834 0 8,834 100.0% 0.0% 100.0% 250 0 250 250 0 250 100.0% #DIV/0! 100.0% 4,093 0 4,093 4,093 0 4,093 100.0% #DIV/0! 100.0% 2,008 0 2,008 2,008 0 2,008 100.0% #DIV/0! 100.0%

（3）軽自動車税 34,373 2,312 36,685 33,293 774 34,067 96.9% 33.5% 92.9% 6,293 210 6,503 6,126 47 6,173 97.3% 22.4% 94.9% 15,799 14 15,813 15,735 14 15,749 99.6% 100.0% 99.6% 8,199 54 8,253 8,135 30 8,165 99.2% 55.6% 98.9%

（4）市町村たばこ税 107,934 0 107,934 107,934 0 107,934 100.0% 0.0% 100.0% 10,545 0 10,545 10,545 0 10,545 100.0% #DIV/0! 100.0% 29,102 0 29,102 29,102 0 29,102 100.0% #DIV/0! 100.0% 17,837 0 17,837 17,837 0 17,837 100.0% #DIV/0! 100.0%

（5）鉱産税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（6）特別土地保有税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

2　市町村法定外普
通税

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

ニ　目的税 33,134 1,803 34,937 32,319 487 32,806 97.5% 27.0% 93.9% 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（1）入湯税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（2）事業所税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（3）都市計画税 33,134 1,803 34,937 32,319 487 32,806 97.5% 27.0% 93.9% 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（4）水利地益税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（5）共同施設税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（6）宅地開発税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（7）法定外目的税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

三　旧法に
    よる税

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

合計 1,620,838 74,683 1,695,521 1,589,414 20,874 1,610,288 98.1% 28.0% 95.0% 114,697 1,413 116,110 114,446 178 114,624 99.8% 12.6% 98.7% 372,980 2,366 375,346 371,555 336 371,891 99.6% 14.2% 99.1% 189,777 3,287 193,064 188,766 771 189,537 99.5% 23.5% 98.2%

単位：千円
協議にかかる参考資料（町村別調定及び収入済額一覧表：参考資料　14年度決算統計）

収入済額 徴収率

清川村 緒方町

調定済額 収入済額 徴収率調定済額

朝地町

調定済額 収入済額 徴収率

区分

調定済額

三重町

収入済額 徴収率



町村名

現年課税
分
(A)

滞納繰越
分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課税
分
(Ｄ)

滞納繰越
分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課税
分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課税
分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

現年課税
分
(A)

滞納繰越
分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課税
分
(Ｄ)

滞納繰越
分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課税
分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課税
分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

現年課税
分
(A)

滞納繰越
分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課税
分
(Ｄ)

滞納繰越
分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課税
分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課税
分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

現年課税
分
(A)

滞納繰越
分
（Ｂ）

　合計

（Ｃ）

現年課税
分
(Ｄ)

滞納繰越
分
（Ｅ）

　　計

（Ｆ）

現年課税
分
（Ｄ）/（Ａ）

滞納課税
分
（Ｅ）/（Ｂ）

　　計

（Ｆ）/（Ｃ）

一普通税 342,206 7,797 350,003 339,921 352 340,273 99.3% 4.5% 97.2% 217,744 1,549 219,293 217,495 767 218,262 99.9% 49.5% 99.5% 326,032 4,645 330,677 325,511 650 326,161 99.8% 14.0% 98.6% 3,151,140 93,937 3,245,077 3,114,789 23,441 3,138,230 98.8% 25.0% 96.7%

1　法定普通税 342,206 7,797 350,003 339,921 352 340,273 99.3% 4.5% 97.2% 217,744 1,549 219,293 217,495 767 218,262 99.9% 49.5% 99.5% 326,032 4,645 330,677 325,511 650 326,161 99.8% 14.0% 98.6% 3,151,140 93,937 3,245,077 3,114,789 23,441 3,138,230 98.8% 25.0% 96.7%

(１)市町村民税 121,848 1,686 123,534 120,943 45 120,988 99.3% 2.7% 97.9% 69,133 357 69,490 68,984 179 69,163 99.8% 50.1% 99.5% 145,053 1,739 146,792 144,899 373 145,272 99.9% 21.4% 99.0% 1,234,391 30,490 1,264,881 1,223,201 8,198 1,231,399 99.1% 26.9% 97.4%

　ア　個人均等割 2,920 38 2,958 2,890 4 2,894 99.0% 10.5% 97.8% 1,566 8 1,574 1,562 4 1,566 99.7% 50.0% 99.5% 2,742 28 2,770 2,732 2 2,734 99.6% 7.1% 98.7% 24,868 655 25,523 24,619 514 25,133 99.0% 78.5% 98.5%

　イ　所得割 100,546 1,246 101,792 99,721 41 99,762 99.2% 3.3% 98.0% 53,325 299 53,624 53,230 175 53,405 99.8% 58.5% 99.6% 100,228 1,711 101,939 100,084 371 100,455 99.9% 21.7% 98.5% 968,826 27,134 995,960 958,932 7,522 966,454 99.0% 27.7% 97.0%

　ウ　法人均等割 6,776 0 6,776 6,726 0 6,726 99.3% #DIV/0! 99.3% 7,363 50 7,413 7,313 0 7,313 99.3% 0.0% 98.7% 10,172 0 10,172 10,172 0 10,172 100.0% #DIV/0! 100.0% 88,907 2,228 91,135 87,860 155 88,015 98.8% 7.0% 96.6%

　エ　法人税割 11,606 402 12,008 11,606 0 11,606 100.0% 0.0% 96.7% 6,879 0 6,879 6,879 0 6,879 100.0% #DIV/0! 100.0% 31,911 0 31,911 31,911 0 31,911 100.0% #DIV/0! 100.0% 151,790 473 152,263 151,790 7 151,797 100.0% 1.5% 99.7%

（2）固定資産税 185,219 5,955 191,174 183,963 296 184,259 99.3% 5.0% 96.4% 131,676 1,192 132,868 131,576 588 132,164 99.9% 49.3% 99.5% 153,250 2,860 156,110 152,883 257 153,140 99.8% 9.0% 98.1% 1,606,864 60,655 1,667,519 1,583,202 14,347 1,597,549 98.5% 23.7% 95.8%

　ア　純固定資産税 184,100 5,955 190,055 182,844 296 183,140 99.3% 5.0% 96.4% 131,475 1,192 132,667 131,375 588 131,963 99.9% 49.3% 99.5% 144,651 2,860 147,511 144,284 257 144,541 99.7% 9.0% 98.0% 1,581,760 60,655 1,642,415 1,558,098 14,347 1,572,445 98.5% 23.7% 95.7%

　イ　交付金 1,119 0 1,119 1,119 0 1,119 100.0% 0.0% 100.0% 201 0 201 201 0 201 100.0% #DIV/0! 100.0% 8,599 0 8,599 8,599 0 8,599 100.0% #DIV/0! 100.0% 25,104 0 25,104 25,104 0 25,104 100.0% #DIV/0! 100.0%

（3）軽自動車税 12,683 156 12,839 12,559 11 12,570 99.0% 7.1% 97.9% 6,181 0 6,181 6,181 0 6,181 100.0% #DIV/0! 100.0% 8,891 46 8,937 8,891 20 8,911 100.0% 43.5% 99.7% 92,419 2,792 95,211 90,920 896 91,816 98.4% 32.1% 96.4%

（4）市町村たばこ税 22,446 0 22,446 22,446 0 22,446 100.0% 0.0% 100.0% 10,754 0 10,754 10,754 0 10,754 100.0% #DIV/0! 100.0% 18,838 0 18,838 18,838 0 18,838 100.0% #DIV/0! 100.0% 217,456 0 217,456 217,456 0 217,456 100.0% #DIV/0! 100.0%

（5）鉱産税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（6）特別土地保有税 10 0 10 10 0 10 100.0% #DIV/0! 100.0% 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 10 0 10 10 0 10 100.0% #DIV/0! 100.0%

2　市町村法定外普
通税

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

ニ　目的税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 33,134 1,803 34,937 32,319 487 32,806 97.5% 27.0% 93.9%

（1）入湯税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（2）事業所税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（3）都市計画税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 33,134 1,803 34,937 32,319 487 32,806 97.5% 27.0% 93.9%

（4）水利地益税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（5）共同施設税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（6）宅地開発税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（7）法定外目的税 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

三　旧法に
    よる税

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

合計 342,206 7,797 350,003 339,921 352 340,273 99.3% 4.5% 97.2% 217,744 1,549 219,293 217,495 767 218,262 99.9% 49.5% 99.5% 326,032 4,645 330,677 325,511 650 326,161 99.8% 14.0% 98.6% 3,184,274 95,740 3,280,014 3,147,108 23,928 3,171,036 98.8% 25.0% 96.7%

単位：千円
協議にかかる参考資料（町村別調定及び収入済額一覧表：参考資料　14年度決算統計）

徴収率収入済額 徴収率 調定済額 収入済額

区分

調定済額 収入済額 徴収率 調定済額 収入済額 徴収率 調定済額

大野町 千歳村 犬飼町 合計



地方税（国民健康保険税を除く）の取扱い＝基本方針

　市町村は、地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収について定めをするには、条例で規定しな ３  法人税割（地方税法第３１４条の６）
ければならないとされています（地方税法第３条第１項）。               １２ ．３ ％
　したがって、一般と異なる税率で課税するなど不均一の課税を行おうとする場合にも、条例で規定しなければな ４  納期（地方税法第３２１条の８ ）
りません。合併後に、不均一課税を行うか否かについて、合併特例法においては、あらかじめ合併関係市町村の間     地方税法に規定する納期限(事業年度終了の翌日から２ヶ月以内)
で協議する旨の規定はありませんが、事実上の取扱いとしては、合併協議会で事前に取り決めることが適当である
とされています。 エ　固定資産税
　しかし、この取り決めはあくまでも申し合わせ事項に過ぎないものであり、合併直後に合併市町村において正規 １ 納税義務者（地方税法第３４３条）
の条例改正等の手続きをとってはじめて、不均一課税が行われるものとされています。 　１月１日現在町内に所在する固定資産（土地・家屋・償却資産）の所有者
(昭和33年10月15日市町村税課長内かん)(市町村ハンドブックより)

２ 課税標準（地方税法第３４９ 条、第３４９ 条の２ ）

◎法的根拠 　１月１日における当該固定資産税の価格

ア　地方税の特例 ３　税率　　 １．４ ／１００ （地方税法第３５０ 条）
　合併関係市町村相互の間で市町村税の税率が異なることなどにより、合併後直ちに合併市町村の全区域にわたっ
て均一の課税をすることが、かえって、住民の負担にとって不均衡が生じると考えられる場合があります。このよ ４ 免税点（地方税法第３５１ 条）
うな場合には、合併特例法第１０条の規定により、市町村の合併が行われた年度及びこれに続く５年度に限って、 土　　地　　　　　　　　300,000円
不均一の課税をすることができるとされています。（平成１４年３月改正）   家　　屋　　　　　　　　200,000円
　地方税法においては、不均一課税について同法第６条第２項及び第７条で規定されており、第６条第２項には「   償却資産　　　　　  　1,500,000円
地方団体は、公益上その他の事由に因り必要がある場合においては、不均一の課税をすることができる。」とされ
ています。市町村の合併においても、この地方税の規定により不均一課税を実施することも考えられるところです オ　軽自動車税
が、市町村の合併における「公益上その他の事由」の範囲が必ずしも明確ではないことから、合併特例法において １　納税義務者（地方税法第４４２条の２）
、不均一課税をすることができることを明確にしているものです。 　軽自動車の所有者又は使用者
　したがって、合併を事由とする不均一課税の根拠は、この合併特例法の規定となるため、不均一課税ができる期
間は、必ず、合併が行われた年度及びこれに続く５年度に限られることになります。 ２ 税率（地方税法第４４４ 条）
　ただし、市町村の一体性及び住民負担の公正を期する観点から、この特例の適用期間はできる限り短期間に抑え
るよう努めるべきであるほか、合併前以上に不均衡を増す措置は認められないものと解されています。

総排気量0.05㍑以下、又は定格出力0.6ｋｗ超0.8ｋｗ以下 １，０００円

イ　減免 ２輪で総排気量0.05㍑超0.09㍑以下、又は定格出力0.6ｋｗ超0.8ｋｗ以下 １，２００円
　地方税法第６条は、公益等による課税免除及び不均一課税を規定しており、合併関係市町村においてそれぞれ行
われていた課税免除及び不均一課税につき、その取扱いを協議する必要があります。この場合、合併市町村が課税 ２輪で総排気量0.09㍑超、又は定格出力0.8ｋｗ超 １，６００円
免除及び不均一課税を実施する内容の税条例改正等の手続きを行う必要があります。

３輪以上で総排気量0.02㍑超、又は定格出力0.25ｋｗ超 ２，５００円
ウ　町村民税
　① 個人町村民税
１ 納税義務者（地方税法第２９４ 条） ２輪 ２，４００円
（１）町内に住所を有する個人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　均等割＋所得割
（２）町内に事務所、事業所又は、家屋敷を有する個人で町内に住所を有しない個人 　　　　　均等割 ３輪 ３，１００円

４輪以上 乗用 営業用 ５，５００円
２ 均等割（地方税法第３１０ 条） 自家用 ７，２００円
（１）税率２ ，０００ 円（年）　５万人以下の市町村　　　　　　(標準税率) 貨物 営業用 ３，０００円

自家用 ４，０００円
３ 所得割（地方税法第３１４ 条の３ ）
（１）税率　　３ %、８ %、１２ %　　　　　　　　　　　　　　　　　（標準税率） １，６００円

　②  法人町村民税 ４，７００円
１ 納税義務者（地方税法第２９４ 条）
（１）町内に事務所又は事業所を有する法人 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　均等割＋所得割 ４，０００円
（２）町内に寮・宿泊所・クラブその他これらに類する施設を有する法人で、町内に事務所又は事業所を有しない
　　者及び町内に事務所、事業所又は寮等を有する法人でない社団又は財団で、代表者又は管理人の定めのある者 カ　町村たばこ税

均等割 １．納税義務者（地方税法第４６５ 条）
２ 均等割（地方税法第３１２条） 　製造たばこの製造者、特定販売業者又は卸売り販売業者
（１）税率 標準税率
資本金５０億円超 　               従業員５０人超     　　　 ３，０００，０００円 ２．税率（地方税法第４６８ 条） ◎１５年７月１日～
１０億円超～５０億円以下          　  〃５０人超    　　　  １，７５０，０００円 紙たばこ　　　　　　１ ，０００ 本につき２ ，６８８ 円 ２，９７７円
          〃                    　    〃５０人以下      　      ４１０，０００円 旧三級品のたばこ　　１ ，０００ 本につき１ ，２６６ 円 １，４１２円
　１億円超～１０億円以下　　　　　    〃５０人超                ４００，０００円
　　　　　〃                          〃５０人以下              １６０，０００円 キ　特別土地保有税 ◎１５年度以後は、当分の間課税停止
１千万円超～１億円以下                〃５０人超                １５０，０００円 １．納税義務者　　　　　（地方税法第５８５条） 　１４年度までは従前の例による
　　　　  〃　　　　　　　　　　　    〃５０人以下              １３０，０００円 　　当該土地の所有者又は取得者
１千万円以下                          〃５０人超                １２０，０００円
前各号に掲げる法人以外の法人                                      ５０，０００円 ２．課税標準　　　　　　（地方税法第５９３条） ３．標準課税（地方税法第５９４ 条）

　　土地の取得価格 　　保有分１ ．４ ％
　　取得分３ ．０ ％

協定項目　第８号協　議　事　項　に　係　る　参　考　資　料
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大野郡５町２村合併協議会

ク　入湯税 ○ 納期前納付関係
１．納税義務者　　　　　　（地方税法第７０１条） （個人の市町村民税の納期前の納付）
　　鉱泉浴場における入湯客 第３２１条 
２．課税標準　　　　　　　（地方税法７０１条の２） 　個人の市町村民税の納税者は、納税通知書に記載された納付額のうち到来した納期に係る納付額に相
　　入湯客数 当する金額の税金を納付しようとする場合においては、当該納期後の納期に係る納付額に相当する金額
３．税率　１人１日１５０円（地方税法７０１条の２） の税金をあわせて納付することができる。
　
ケ　都市計画税 ２　前項の規定によって個人の市町村民税の納税者が当該納期の後の納期に係る納付額に相当する金額の
１．納税義務者　　　　　（地方税法第７０２条） 税金を納付した場合においては、市町村は、当該市町村の条例で定める金額の報奨金をその納税者に交
　　土地又は家屋の所有者 付することができる。但し、当該納税者の未納に係る地方団体の徴収金がある場合においては、この限
２．課税標準　　　　　　（地方税法第７０２条）　　 りでない。
　　土地又は家屋の価格
３．税率　　　　　　　　 (地方税法７０２条の４)　 ３　前項の報奨金の額は、第一項の規定によって納期前に納付した税額の百分の一に、納期前に係る月数
　　１００分の０．３　限度 （一月未満の端数がある場合においては、十四日以下は切り捨て、十五日以上は一月とする。）を乗じ

て得た額をこえることができない。
コ　鉱産税
１．納税義務者　　　　　（地方税法第５１９条） （固定資産税に係る納期前の納付）
　　鉱物の採掘の事業を行う鉱業者 第３６５条 
２．課税標準　　　　　　（地方税法５１９ 条） 　固定資産税の納税者は、納税通知書に記載された納付額のうち到来した納期に係る納付額に相当する
　　鉱物の価格（山元販売価格） 金額の税金を納付しようとする場合においては、当該納期の後の納期に係る納付額に相当する金額の税
３．税率１００分の１ （標準課税）（地方税法第５２０ 条）  金をあわせて納付することができる。

○地方税法 ２　前項の規定によって固定資産税の納税者が当該納期の後の納期に係る納付額に相当する金額の税金を
（普通徴収に係る個人の市町村民税の納期） 納付した場合においては、市町村は、当該市町村の条例で定める金額の報奨金をその納税者に交付する
第３２０条　　 ことができる。但し、当該納税者の未納に係る地方団体の徴収金がある場合においては、この限りでな
　　普通徴収の方法によって徴収する個人の市町村民税の納期は、六月、八月、十月及び一月中（当該個 い。
　人の市町村民税額が均等割額に相当する金額以下である場合にあっては、六月中）において、当該市町
　村の条例で定める。但し、特別の事情がある場合においては、これと異なる納期を定めることができる。 ３　前項の報奨金の額は、第一項の規定によって納期前に納付した税額の百分の一に、納期前に係る月数

（一月未満の端数がある場合においては、十四日以下は切り捨て、十五日以上は一月とする。）を乗じ
　準則では第４期の納期は、翌年１月１日から同月３１日となっている。 て得た額をこえることができない。

（法人税割の税率） 【先進事例】
第３１４条の６ ○篠山市（Ｈ.11.4.1合併）
　法人税割の標準税率は、１００分の１２．３とする。ただし、標準税率を超えて課税する場合において １　固定資産税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める納期による。
も、１００分の１４．７を超えることができない。 ２　軽自動車税の税率及び納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める税率及び納期による。

３　個人町民税及び固定資産税に係る納期前納付報奨金については、次のとおり取扱う。
（固定資産税の納期） （１）率については、西紀町、丹南町及び今田町の例による。
第３６２条 
　　固定資産税の納期は、四月、七月、十二月及び二月中において、当該市町村の条例で定める。但し、 ○さぬき市（Ｈ14.4.1合併）
　特別の事情がある場合においては、これと異なる納期を定めることができる。 　５町で差異のある税制等については、次のとおり取扱う。

１　個人市民税の均等割額は、地方税法の定めにより標準税率を採用する。
　準則では第４期の納期は、翌年２月１日から同月末日までとなっている。 ２　個人市民税及び固定資産税の納期は、地方税法の定める納期による。

３　軽自動車税の納期は、課税客体の把握に要する事務処理期間を考慮し、５月１日から５月３１日まで
（軽自動車税の賦課期日及び納期） とする。
第４４５条 ４　個人市民税及び固定資産税に係る納期前付報奨金については、次のとおりに取扱う。
　　軽自動車税の賦課期日は、４月１日とする。 （１）交付額は、１００ 分の１ ．０ とする。
２　軽自動車税の納期は、４月中において、当該市町村の条例で定める。ただし、特別の事情がある場合
　においては、これと異なる期日を定めることができる。 ○あさぎり町（Ｈ15.4.1合併）

　５か町村で差異のある税制等については、次のとおり取扱うものとする。
　準則では軽自動車税の納期は、４月１１日から同月３０日までとする。 （１）個人住民税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める納期による。

（２）固定資産税の納期については、須恵村の例による。
（特別土地保有税の免税点） （３）軽自動車税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める納期による。
第５９５条 （４）鉱産税ついては、免田町、岡原村、須恵村、深田町の例による。
　　市町村は、同一の者について、当該市町村の区域内において、第５９９条第１項第１号の特別土地保 （５）水利地益税については、設置しないものとする。
　有税にあってはその者が１月１日に所有する土地の合計面積が、第５９９条第１項第２号の特別土地保
　有税にあってはその者が１月１日前１年以内に取得した土地の合計面積が、第５９９条第１項第３号の ○南アルプス市（Ｈ15.4.1合併）
　特別土地保有税にあってはその者が７月１日前１年以内に取得した土地の合計面積が、それぞれ次の各 　地方税の取扱いについては、次のとおりとする。
　号に掲げる区域の区分に応じ、当該各号に定める面積に満たない場合には、特別土地保有税を課するこ （１）市民税の納期については、八田村、白根町、芦若村及び櫛形町の例によることとし、法人税割の税
　とができない。 　率は１３．１％とする。
　1　地方自治法第２５２条の１９第１項の市の区の区域　　　　　　　　２，０００㎡ （２）固定資産税の納期については、白根町の例による。
　2　都市計画法第５条に規定する都市計画区域を有する市町村の区域　　５，０００㎡ （３）軽自動車税の納期は、八田村、白根町、若草町、櫛形町及び甲西町の例による。
　3　その他の市町村の区域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０００㎡

○東かがわ市（Ｈ15.4.1合併）
（１）個人市民税、法人町民税、固定資産税、軽自動車税、町たばこ税及び特別土地保有税については、
　３町に相違がないため市税として現行のとおり新市に引き継ぐ。
（２）入湯税については、新市において市税条例を制定する。
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○佐伯市（Ｈ17.3.3合併予定）
　９市町村で差異のある税制等は、次のとおり取扱う。
（１）新市において課税する税目は、
　　　普通税　１．市民税　２．固定資産税　３．軽自動車税　４．市たばこ税
　　　　　　　５．鉱産税　６．特別土地保有税
　　　目的税　１．入湯税　２．都市計画税　３．国民健康保険税
（２）個人市民税の均等割は、地方税法３１０条の規定により、２，５００円とする。ただし、引き上げ
　　となる８町村は、合併特例法第１０条の規定により、合併年度及びこれに続く５年度間不均一課税
　　を採用し、現行どおりとする。
（３）法人市民税の法人税割の税率は、１４．７％（制限税率）とする。なお、引き上げとなる８町村は、
　　合併特例法第１０条の規定により、合併年度及びこれに続く５年度間不均一課税を採用し、現行税率
　　（標準税率）とする。
（４）軽自動車税の種類中「専ら雪上を走行するもの」の税率は２，４００円とする。また、「軽自動車
　　３輪のもの」の税率は３，１００円とする。
（５）特別土地保有税の免税点は、地方税法第５９５条の規定により５，０００㎡未満とする。
（６）都市計画税は、都市計画事業及び土地区画整理事業の計画を勘案し、合併後課税区域を検討する。
（７）個人住民税、固定資産税、都市計画税及び国民健康保険税の納期は、１０期とし、集合納税方式を
　　採用する方向で合併までに調整する。
（８）軽自動車税の納期は、佐伯市の例による。
（９）個人市民税、固定資産税及び都市計画税にかかる（全期）前納報奨金の交付率は、佐伯市の例によ
　　る。
（10）納税組合報奨金制度は、法的な問題もあり廃止の方向で検討する。ただし、自主納税システム（所
　　謂納税組合）は存続し、納税報奨金に見合う運営費は、支給する。



■課税標準

○留意事項 　　課税客体である物、行為又は事実から税額を算出するためには、その物、行為または事実を金額、価額、数量などで表す
　納税（貯蓄）組合は、一定の地域、職域又は勤務先を単位として任意に組織した組合で、納税資金の貯蓄の斡旋等 　ことが必要です。これらの金額、価額、数量等を課税標準といいます。この課税標準に税率を乗じて税額が得られます。
を行うことを目的として発足しましたが、現在、業種組合は消滅し、地域組合のみが存続している状況にあります。 （Ｐ５　②）
　この地域組合としての納税組合は、税金の収納率向上に大きな役割を果たしており、多くの自治体ではこの納税組 ■課税標準の特例（不均一課税）（Ｐ５　⑤）
合に対し、納税額の一定割合や一定額を「奨励金」などの名目で支給してきました。 　　合併関係市町村相互の間で市町村税の税率が異なることなどにより、合併後直ちに合併市町村の全区域にわたって均一の
　しかし、平成１０年１月に神奈川県小田原市の納税貯蓄組合に対する報奨金の支給について納税貯蓄組合法以外の 　課税をすることが、かえって、住民の負担にとって不均衡が生じると考えられる場合があります。
独自基準での報奨金の支給について、違法との判決が出され、廃止又は廃止を検討している自治体が多い状況となっ 　　このような場合には、合併特例法第１０条の規定により、市町村の合併が行われた年度及びこれに続く５年度に限って、
ています。 　不均一の課税をすることができるとされています。

　　地方税法においては、不均一課税について同法第６条第２項及び第７条で規定されており、第６条第２項には「地方団体

○納税組合への奨励金支給に関する判例 　は、公益上その他の事由に因り必要がある場合においては、不均一の課税をすることができる。」とされています。
　地方税の納税の便宜を図る団体である法定外（任意）の納税組合に対する自治体の補助金交付の是非を争う裁判の 　　市町村の合併においても、この地方税の規定により不均一課税を実施することも考えられるところですが、市町村の合併
判決が平成１０年１月横浜地裁で下され、交付は違法との判断が全国で初めて示されました。 　における「公益上その他の事由」の範囲が必ずしも明確ではないことから、合併特例法において、不均一課税をすることが
　この事件は、神奈川県の小田原市民が市長を相手どって訴えていたもので、その訴えの概要は、市長の委任を受け 　できることを明確にしているものです。
た同市収納課長が市の「納税貯蓄組合奨励金支給要綱」に基づいて平成７年度に支出した３，９１５万円余が、納税 　　したがって、合併を事由とする不均一課税の根拠は、この合併特例法の規定となるため、不均一課税ができる期間は、必
貯蓄組合法第１０条１項等に定める交付の要件である「組合の事務費を補う目的」及び「組合が使用した費用の金額 　ず、合併が行われた年度及びこれに続く５年度に限られることになります。
を限度とする」範囲を逸脱し、市税の納期内納付率が一定割合以上であることのみをもって基準とされ支給されてお ◎不均一課税をすることができる要件
り、従って奨励金の支出も違法であるとしていたものです。 　合併市町村が不均一の課税をすることができる要件は、次のいずれかに該当する場合に限られています。
　これに対して被告・市長側は、要綱は組合が納税意識の高揚を図る等納付率の向上に貢献していることに対して支 （１）合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡があるため、合併市町村の全区域にわたって均一の課税
給することを定めたもので、これら事務に要する事務は同法でいう「組合の事務」にはあたらず、また、支給は地方 　　をすることが著しく衡平を欠くと認められる場合
自治法２３２条の２の「公益上必要がある場合」に該当し、適法である等と主張しました。 （２）市町村の合併により承継した財産又は負債の額について合併関係市町村の相互の間に著しい差があるため、合併市町村
　判決は、原告の訴えを全面的に認め、被告の主張はいずれも法１０条１項の適用が及ぶ範囲であり、理由がないと 　　の全区域にわたって均一の課税をすることが著しく衡平を欠くと認められる場合
斥けました。 ◎不均一課税の対象となる税目

（１）市町村が課税することができる税目の種類

○納税貯蓄組合法（昭和26年法律第145号） 　　現行の地方税法上、市町村が課税することができるのは、いわゆる法定普通税として市町村民税、固定資産税、軽自動車
　（補助金の交付） 　税、市町村たばこ税、鉱産税及び特別土地保有税の６種類、法定目的税として入湯税、事業所税、都市計画税、水利地益税
第１０条　国又は地方公共団体は、納税貯蓄組合に対し、組合の事務に必要な使用人の給料、帳簿書類の購入費、事 　、共同施設税、宅地開発税及び国民健康保険税の７種類があり、そのほか、法定外普通税及び法定外目的税があります。
　務所の使用料その他欠くことができない事務費を補うため、予算の範囲内において、補助金を交付することができ （２）不均一課税の対象となる税目
　る。但し、国及び地方公共団体が交付する補助金の合計額は、組合が使用した当該費用の金額をこえてはならない。 　　これらの市町村税のうち、不均一課税をすることができる場合としては、「市町村ごとに税率が異なる場合」と「課税さ
２　国又は地方公共団体は、納税貯蓄組合に対し、組合の役員又は組合員の報酬の支払に充てるため、補助金を交付 　れていなかった市町村の区域が、合併により新たに課税されることとなる場合」とが考えられます。まず、法定普通税のう
　してはならない。 　ち一定税率以外の税率により課税する税目については、市町村ごとに税率が異なる場合があるので、不均一課税をすること
３　第１項の規定による補助金の交付の手続については、政令で定める。 　ができますが、一定税率で全国一律に課税されている「市町村たばこ税」と「特別土地保有税」については、不均一課税を

　行う余地はありません。次に、法定外普通税、法定目的税（事業所税を除く。）及び法定外目的税は、「市町村ごとに税率

○納税組合の現況（平成15年3月31日現在） 　が異なる場合」と「課税されていなかった市町村の区域が、合併により新たに課税されることとなる場合」の両方が考えら
（単位；組合、人、円） 　れますので、不均一課税をすることができるとされています。

（３）特例の範囲
　　合併特例法第１０条による不均一課税の特例は、合併の日の属する年度及びこれに続く５年度に限り、同一市町村内にお
　いて区域により税率を異にすることを認めたものですが、市町村の一体性及び住民負担の公正を期する観点からも、この特
　例の適用期間はできる限り短期間に抑えるよう努めるべきであるほか、合併前以上に不均衡を増す措置は認められないもの
　と解されています。また、制限税率がある場合には、当然に、これを超えた不均一課税を行うことはできません。

■路線価式評価法（市街地宅地評価法）
　　市街地などにおいて道路につけられた価格、具体的には道路に接する標準的な宅地１㎡当たりの価格を路線価というが、

＊三重町は、平成15年度より納税組合制度を廃止。 　その路線価をもとに，間口、奥行きなど土地の形状によって、その土地を評価していくというものです。(Ｐ５　⑧）
■その他の宅地評価法
　　宅地に沿接する道路の状況、家屋の疎密度その他の利用上の便を総合的に考慮し、おおむねその状況が類似している宅地
　の所在する地区ごとに状況類似地区を選定し、地区内の標準的な宅地について価格を付設し、その１㎡当たり価格に各筆の
　地積を乗じて評価額を求める評価方法です。（ある一定の土地の評価をして、その土地より高いのか、低いのかという評価
＝倍率方式という）(Ｐ５　⑧）

■臨時運行許可
　　登録されていない自動車の試運転をしたり、車両検査をうける目的などで回送したりする場合には、臨時運行許可が必要
　になります。（Ｐ７　⑨）

2,141,807 0 1,372,594 5,256,294報奨金交付額 6,912,264 1,123,640 1,935,890

20 47

組 合 員 数 5,205 900 2,355 1,080 約3,500 791 1,425
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三重町 清川村 緒方町 朝地町 大野町 千歳村 犬飼町

軽自動車税に関する用語説明

固定資産税にかかる主な用語解説

大野郡５町２村合併協議会

納税組合制度について

組　合　数 271 44 278 30 32



担当部会【総務部会】
⑨一般職の職員の身分の取扱い ①一般職の職員の身分の取扱い ①職員の定数について

「三重町職員定数条例」 「清川村職員定数条例」 「緒方町職員定数条例」 「朝地町職員定数条例」 「大野町職員定数条例」 「千歳村職員定数条例」 「犬飼町職員定数条例」 【幹事会案】
（職員の定数） （職員の定数） （職員の定数） （職員の定数） （職員の定数） （職員の定数） （職員の定数） 　　　（平成１５年５月１５日調整）
第２条　職員の定数は、次に掲げ 第２条　職員の定数は、次のとお 第２条　前条に掲げる職員の定数 第２条　前条の職員の定数は、次 第２条　職員の定数は、次のとお　第２条　職員の定数は、次に掲げ 　一般職の職員は、市町村の合併の特例に
　　るとおりとする。 　　りとする。 　　　の配分は、任命権者が定め 　　　のとおりとする。 　　　りとする。 　　　るとおりとする。 　　　のとおりとする。 　関する法律第９条により、すべて新市の

　　　る。 　職員として引き継ぐものとする。
(1) 町長の事務部局の職員 (1) 村長の事務局の職員 (1) 町長の事務局の職員 (1) 町長の事務局の職員 (1) 町長の事務部局の職員 (1) 村長の事務部局職員 (1) 町長の事務部局の職員
吏員 医師 事務吏員 事務吏員 吏員 　職員数については、新市において定員適
その他の職員 吏員 土木建築林業技師 (2) 議会の事務局の職員 (2) 議会事務局の職員 技術吏員 その他の職員 　正化計画を策定し、定員管理の適正化に
計 その他の職員 栄養士 小計 小計 　努めるものとする。
(2) 議会の事務部局の職員 小計 保健師 (3) 選挙管理委員会の職員 (3) 選挙管理委員会の職員

吏員 (2) 議会の事務局の職員 准看護師 (2) 村議会の事務部局の職員 (2) 議会の事務局の職員
(3) 選挙管理委員会の事務部局の 事務局長 保育士 (4) 監査委員の事務補助職員 (5) 教育委員会の事務部局の職員 事務局長
職員 (3) 選挙管理委員会の職員 運転士 (5) 教育委員会の事務局の職員 その他の職員
吏員 寮母 (6) 小計
(4) 監査委員の事務部局の職員 調理員 (5) 教育委員会の事務部局の職員 教育委員会の所管に属する学校
吏員 小計 その他の教育機関の事務部局の (5) 教育委員会の事務局の職員
(5) 教育委員会の事務部局の職員 (5) 教育委員会の事務局の職員 （2）議会の事務局の職員 学校の職員 職員 吏員
吏員 吏員 事務吏員 公民館の職員 教育委員会の所管に属する学校
幼稚園教諭 その他の職員 (3) 選挙管理委員会の職員 学校給食共同調理場の職員 （ 幼稚園教諭2名、学校給食調理員 及び学校以外の教育機関の職員
その他の職員 小計 3人 ） 吏員
計 (6) 農業委員会の職員 (5) 教育委員会の事務局の職員 小計 小計 その他の職員
(6) 農業委員会の事務部局の職員 事務局長 (6) 農業委員会の事務局の職員 小計
吏員 教育委員会の所轄に属する学校 (6) 農業委員会の事務部局の職員
(7) 休日夜間急患センターの職員 吏員 及び学校以外の教育機関の職員 (6) 農業委員会の事務局の職員
吏員 事務吏員 事務局長
看護師 用務員 吏員
小計 調理員 小計

小計
(6) 農業委員会の職員

計

（7）緒方町立病院
町長の事務部局の職員
事務吏員
医師
薬剤師
診療放射線技師
臨床検査技師
理寮技術員
栄養士
保健師
助産婦・看護師
准看護師
運転手
調理員
計

合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計

（職員の定数の配分） （職員の定数の配分） （職員の定数の配分） （職員の定数の配分） （職員の定数の配分） （職員の定数の配分） （職員の定数の配分）
第３条　前条に掲げる職員の定数 第３条　前条に掲げる職員の定数 第３条　前条に掲げる職員の定数 第３条　前条に掲げる職員の定数 第３条　前条に掲げる職員の当該　第３条　前条に掲げる職員の定数 第２条第２項　前条に掲げる職員
　　の当該事務部局内の配分は、 　　の当該事務部局内の配分は、 　　の配分は、任命権者が定める 　　の当該事務局内の配分は、任 　　事務部局内の配分は、それぞ 　　の当該事務部局の職員の配分 　　の定数の当該事務部局内の配
　　それぞれ、任命権者が定める 　　任命権者が協議して定める。 　　命権者が定める。 　　れ任命権者が定めるところに 　　は、それぞれ村長、議長、農 　　分は、それぞれ、任命権者が

　　よる。 　　業委員会及び教育委員会が定 　　定める。
　　める。

定数 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計
合計

実員 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計
合計

75人

3人

72人

10人

12人

1人

5人

14人

17人

69人

1人
8人

4人

2人
1人

14人

271人

26人

3人

協定項目　第９号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

105人 54人 80人

3人

80人190人

3人

各
　
　
町
　
　
村
　
　
職
　
　
員
　
　
定
　
　
数
　
　
条
　
　
例

100人 51人 74人

190人 69人 271人 75人

177人 68人 249人

55人

131人

6人

4人
6人

16人

3人

54人

1人
1人
2人

6人

6人
1人
13人

1人
2人

12人

2人

3人

105人

36人
2人

7人

38人

23人

5人

60人

2人

2人（兼）

2人（兼）

3人
2人
4人

52人

2人

書記長（議会の事務局長兼務）

5人

3人

77人

1人

1人
62人

調整内容

清川村

農業委員会の事務部局の職員

大野町 千歳村

2人

第２条　前条の職員の定数は、次　

大項目 中項目 小項目

朝地町
調　査
町村名

大　　　野　　　郡　　　５ 　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況
犬飼町

大野郡５町２村合併協議会

三重町

1人
48人

調整の具体的内容

10人3人
67人

緒方町

52人132人

2人

3人 1人135人

町
　
　
村
　
　
別
　
　
内
　
　
容

14人

１人
1人
2人

1人

1人

22人
10人
13人
45人

9人

1人

0人

5人
109人

2人

6人
2人

1人
5人
140人

3人



（1）町長の事務部局の職員 （１）村長の事務局の職員 （1）町長の事務局の職員 （1）町長の事務局の職員 60人（ 59） （1）町長の事務部局の職員 （1）村長の事務部局職員 （1）町長の事務部局の職員

各 吏員 132人（123） 医師  1人（ 1） 事務吏員 67人（ 69） 　77人（　74） 事務吏員  36人（ 36） 吏員 52人（　50）

その他の職員   3人（  3） 吏員 48人（47） 土木建築林業技師 10人（  4） （2）議会の事務局の職員  2人（  2） （2）議会事務局の職員 技術吏員   2人（  1） その他の職員 10人（　 9）

小計 135人（126） その他の職員  3人（ 3） 栄養士  1人（  1）  　1人（   1） 小計  38人（ 37） 小計 62人（　59）

町 （2）議会の事務部局の職員 小計 52人（51） 保健師  3人（  3） （3）選挙管理委員会の職員  2人（ 兼） （3）選挙管理委員会の職員

吏員 　2人（　2） （2）議会の事務局の職員 准看護士  1人（  1）    1人（　 1） （2）村議会の事務部局の職員   2人（  2） （2）議会の事務局の職員

看護師

村 （3）選挙管理委員会の事務部局の職員 事務局長  2人（ 2） 保育士 14人（ 13） （4）監査委員の事務補助職員 （5）教育委員会の事務部局の職員 事務局長  1人（　 1）

吏員 　1人（　1） （3）選挙管理委員会の職員 運転士  2人（  0）  2人（ 兼） 　23人（　22） （5）教育委員会の事務局の職員 その他の職員  1人（　 1）

職 書記長（議会の事務局長兼務） 寮母  6人（  6） （6）農業委員会の事務部局の職員   7人（  6） 小計  2人（　 2）

（4）監査委員の事務部局の職員 調理員  5人（  7） （5）教育委員会の事務部局の職員 　 3人（　 2） 教育委員会の所管に属する学校

員 吏員 　1人（　1） 小計   109人（106）  3人（  2） その他の教育機関の事務部局の （5）教育委員会の事務局の職員

（5）教育委員会の事務部局の職員 （4）教育委員会の事務局の職員 （2）議会の事務局の職員 学校の職員  2人（  2） 職員  6人（　 6）

定 吏員 22人（　22） 吏員  5人（ 5） 事務吏員  2人（　2） 公民館の職員  4人（  4） 　5人（  5） 教育委員会の所管に属する学校

幼稚園教諭 10人（　10） その他の職員  9人（ 9） （3）選挙管理委員会の職員  0人（　0） 学校給食共同調理場の職員 （幼稚園教諭2名、学校給食調理員3人） 及び学校以外の教育機関の職員

数 その他の職員 13人（　10） 小計 14人（14）  3人（  2） 吏員  6人（　 3）

小計 45人（　42） （5）農業委員会の職員 （5）教育委員会の事務局の職員 小計 12人（ 10） 小計  12人（ 11） その他の職員  1人（　 2）

（ （6）農業委員会の事務部局の職員 事務局長  3人（  3） （6）農業委員会の事務局の職員 小計 13人（　11）

吏員 　3人（　3） 教育委員会の所轄に属する学校及び学校以  1人（  1） （6）農業委員会の事務部局の職員

現 （7）休日夜間急患センターの職員 吏員 1人（　1） 外の教育機関の職員   2人（  1） (6)農業委員会の事務局の職員

吏員 　1人（　1） 事務吏員  8人（  9） 事務局長  1人（　 1）

員 看護師 　2人（　1） 用務員  1人（  0） 吏員  2人（　 1）

小計 　3人（　2） 調理員  5人（  4） 小計  3人（　 2）

数 小計 17人（ 16）

（6）農業委員会の職員  3人（  2）

）

計 131人(126)

比

（7）緒方町立病院

較 町長の事務部局の職員

事務吏員 14人（ 11）

医師 16人（ 13）

薬剤師  6人（  5）

診療放射線技師  4人（  4）

臨床検査技師  6人（  5）

理寮技術員  4人（  3）

栄養士  2人（  2）

保健師  1人（  3）

助産婦・看護師 55人（ 57）

准看護師 26人（ 18）

運転士  1人（  0）

調理員  5人（  2）

計

合計 190人（177） 合計 69人（68） 合計 271人（249） 合計 75人（ 72） 合計  105人（ 100） 合計  54人（ 51） 合計 80人（　74）

定数 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計 職員定数条例による職員数合計

合計

実員 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計 各部局、各課職員の実員数合計

合計

大野郡５町２村職員現員数比較表

町村名

54人 80人

(2)

  140人（123）

190人 69人 271人 75人

177人 68人 249人 72人

犬飼町三重町 清川村 緒方町 朝地町

100人

105人

協定項目　第９号

51人 74人

大野町 千歳村

大野郡５町２村合併協議会



担当部会【総務部会】
⑨一般職の職員の身分の取扱い ①一般職の職員の身分の取扱い ②職員の職の設置について

【幹事会案】
「職員の職の設置に関する規則」 「清川村職員の職の設置に関する規則 「職員の職の設置に関する規則」 「朝地町職員の職の設置に関する規則 「職員の職の設置に関する規則」 「千歳村役場の職の設置に関する規則 「職員の職の設置に関する規則」 　　　（平成１５年５月１５日調整）
（関係部分抜粋) 」 （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） 」 （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） 」 （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） 　職員の職の設置並びに職名については、

　　　 　人事管理及び職員の処遇の観点から、
（吏員の職) （吏員の職） （吏員の職） （職員の職） （ 吏員の職 ） （ 吏員の職 ） （ 吏員の職 ） 　合併時に調整し、統一する。
第２条　吏員の職として次に掲げる職 第２条　法令に特別の定めのあるもの 第２条　吏員の職として次に掲げる職を 第２条　法令に特別の定めがあるもの 第２条　法令に特別の定めがあるもの 第２条　吏員の職として次に掲げる職 第２条　法令に特別の定めのあるもの 　

　を置く。 　を除くほか、吏員の職は、次のとお 　置く。 　を除くほか、職員の職は次のとおり 　を除くほか、吏員の職は次のとおり 　を置く。 　を除くほか、吏員は次のとおりとす

 (１）主事 　りとする。 （1）主事 　とする。 　とする。 　一　主事 　る。　　　

（２）技師 （ 1）課長 （2）技師 （ 1）課長 （ 1）課長 　二　技師（保健師・獣医師等） 課長

（ 2）出納室長 （ 2）室長 （ 2）室長 室長
　２　主事は、事務吏員をもって充て （ 3）参事 　２　主事は、事務吏員をもって充て、 （ 3）園長 （ 3）館長 　２　主事は、事務吏員をもって充て 園長

　　上司の命を受け事務を掌る。 （ 4）課長補佐 　　上司の命を受け、事務をつかさどる。 （ 4）館長 （ 4）所長 　　、上司の命を受け、事務を掌る。 所長

（ 5）主査 （ 5）課長補佐 （ 5）参事 参事

　３　技師は、技術吏員をもって充て （ 6）主任 　３　技師は、技術吏員をもって充て、 （ 6）園長補佐 （ 6）課長補佐 　３　技師は、技術吏員をもって充て 課長補佐

　　、上司の命を受け技術を掌る。 （ 7）主事 　　上司の命を受け、技術をつかさどる。 （ 7）主幹 （ 7）室長補佐 　　、上司の命を受け、技術を掌る。 園長補佐

（ 8）技師 （ 8）係長 （ 8）館長補佐 係長

（ 9）保健師 （ 9）主査 （ 9）所長補佐 主査

（10）保育所所長 （10）主任保健師 （10）主幹 主任保健師

（11）保育士 （11）主任 （11）係長 主任保育士

（12）看護師 （12）主事 （12）主査 主事

（13）技師 （13）主任 技師

２　課長・出納室長・参事は、事務吏 （14）保健師 （14）主任保健師 保健師

　員又は技術吏員をもってあてる。 （15）保育士 （15）主任児童厚生員 保育士

３　課長補佐・主査・主任・主事は事 （その他の職員の職） （16）事務員 （16）主任指導員 　２　課長、室長、園長、所長、参事

　務吏員又は技術吏員をもってあてる。 第３条　吏員以外の職員の職として別表 （17）技術員 （17）主事 　　、課長補佐及び係長は、事務吏員

４　技師及び保健師、保育所所長、保 　　第１に掲げる職を置く。 （18）学校主事 （18）技師 　　又は技術吏員をもって充てる。た

　育士は技術吏員をもってあてる。 　２　前項の職にある者は、上司の命を （19）用務員 （19）主事補 　　だし、運転係長及び水道管理係長

　　受け、事務、技術又は労務に従事す （20）調理師 （20）技師補 　　については吏員以外の職をもって

第３条　吏員以外の常勤の職員とし 　　る。 （21）調理員 （21）保健師 　　充てることができる。

　て別表に掲げる職をおく。 （22）児童厚生員 　３　主査及び主事は、事務吏員をも

（ 職員の職名整理 ） （23）指導員 　　って充てる。

別表（第３条関係） 第４条　第２条に規定する吏員及び吏員 　４　主任保育士、主任保健師、技師

（1）医師（診療所長） 　　以外の職員の署名整理は別表第２の 　２　課長、室長、館長、所長、参事 　　、保育士、保健師は、技術吏員を

（2）運転士 　　とおりとする。 　　、課長補佐、室長補佐、館長補佐 　　もって充てる。

（3）用務員 　　、所長補佐、主幹及び係長は、事

（4）調理員 別表第１（第３条関係） 　　務吏員、技術吏員、児童厚生員及

　　び指導員をもって充てる。

事務の職 事務員 　３　主査及び主任は、事務吏員及び

技術の職 技術員 　　技術吏員をもって充てる。

労務の職 運転士、業務員 　４　主事及び主事補は事務吏員をも

　　って充てる。

別表第2（第４条関係） 　５　技師、技師補及び保健師は、技

１　役付職 　　術吏員をもって充てる。

（１）課長、課長補佐、室長 　６　主任児童厚生員及び児童厚生員

（２）常楽荘、保育園、すこやか福祉セ 　　は、児童厚生員をもって充てる。

(その他の職員の職) 　　ンター、国保総合病院等の各施設長 　７　主任指導員及び指導員は、隣保 （その他の職員の職） （吏員以外の常勤の職員の職）

第３条　吏員以外の職員の職として建 　　及び補佐は、前号に準ずる。 　　館指導員をもって充てる。 第３条　吏員以外の職員の職として別 第３条　吏員以外の常勤の職員として

　　築技能士、調理員及び用務員を置 　　表に掲げる職を置く。 　　、別表に掲げる職を置く。

　　く。 （３）係長 （その他の職員の職） 　２　前項の職にある者は、上司の命

　２　前項の職にある者は、上司の命 （４）参事 第３条　吏員以外の職員の職として別 　　を受け、事務、労務に従事する。

　　を受け労務に従事する。 （５）主幹 　　　表に掲げる職を置く。

２　一般職員（吏員の職） 　２　前項の職にある者は、上司の命 別表 別表（第３条関係）

（１）事務吏員の職　主事 　　　を受け労務に従事する。

（２）技術吏員の職　技師（現行の技師

　　看護師、保健師、栄養士、保育士） 　別表（第３条関係）

３　その他の職員 　 主任業務技師

（１）事務の職　事務員（採用２年以下 主任業務主事

　　の事務の職員） 業務技師

（２）技術の職　技術員（採用２年以下 業務主事

　　の技術の職員）

（３）単純な労務の職　運転士（現行の

　　運転手）業務員（寮母、調理員）

４　町教育委員会及び議会事務局は、町

長事務部局に準ずる。

(13)

(12)

(8)

(7)

各
　
町
　
村
　
職
　
員
　
の
　
職
　
の
　
設
　
置
　
に
　
関
　
す
　
る
　
規
　
則

町
　
　
　
　
村
　
　
　
　
別
　
　
　
　
内
　
　
　
　
容

(6)

(11)

(10)

(9)

(15)

(14)

(4)

(3)

協定項目　第９号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

調整の具体的内容

大項目 中項目 小項目

清川村

調整内容

調　査
町村名

(2)

大野郡５町２村合併協議会

大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況
三重町

区分

区分

職名

犬飼町千歳村大野町朝地町緒方町

(1)

(5)

労務職員 用務員、調理員

技術員、自動車運転
士、調理師、嘱託

職名

技能職員

区分
事務補助職員 事務員事務の職

技術の職

運転士
労務の職

事務の職

用務員

事務員

技術員

　　

(1)

(4)

(3)

(2)



担当部会【総務部会】
⑨一般職の職員の身分の取扱い ①一般職員の身分の取扱い ③職員の給与について

【幹事会案】
「町職員の給与に関する条例」 「職員の給与に関する条例」 「緒方町職員の給与に関する条例」 「朝地町職員の給与に関する条例」 「大野町職員の給与に関する条例」 「千歳村職員の給与に関する条例」 「町職員の給与に関する条例」 　　（平成１５年５月１５日調整）
（関係部分抜粋) （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） 　 （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） ①職員の給与については、職員の処遇及

　　 　び給与の適正化の観点から新市の基準
(給料) （給料） （給料） （給料） （給料） （給料） （給料） 　を調整し、統一を図る。
第２条　給料は、三重町職員の勤 第４条　給料は、職員の勤務時間 第４条　給料は、緒方町職員の勤務 第３条　給料は、朝地町職員の勤務時 第２条の２　給料は、大野町職員の勤 第４条　給料は、千歳村職員の勤務時 第３条　給料は、犬飼町職員の勤務時 　級別標準職務分類表については、合併
　　　務時間、休暇等に関する条 　　　休暇等に関する条例第８条 　　　時間、休暇等に関する条例第 　　　間、休暇等に関する条例第８条 　　務時間、休暇等に関する条例第８ 　　　間、休暇等に関する条例第８条 　　　間、休暇等に関する条例第８条 　時に新市の基準を調整し、統一する。
　　　例第８条第１項に規定する 　　　第１項に規定する正規の勤 　　　８条第１項に規定する正規の 　　　第１項に規定する正規の勤務時 　　条第１項に規定する正規の勤務時 　　　第１項に規定する正規の勤務時 　　　第１項に規定する正規の勤務時
　　　正規の勤務時間による勤務 　　　務時間による勤務に対する 　 　　　勤務時間による勤務に対する 　　　間による勤務に対する報酬であ 　　時間による勤務に対する報酬であ 　　　間による勤務に対する報酬であ 　　　間による勤務に対する報酬であ 　なお、現職員については、現給を保障
　　　に対する報酬であって、管 　　　報酬であって管理職手当、 　　　報酬であって、管理職手当、 　　　って、扶養手当、通勤手当、住 　　って管理職手当、扶養手当、住居 　　　って、管理職手当、住居手当、 　　　って、管理職手当、扶養手当、 　し、合併後速やかに給料の格差是正を
　　　理職手当、扶養手当、住居 　　　初任給調整手当、扶養手当 　　　初任給調整手当、扶養手当、 　　　居手当、単身赴任手当、時間外 　　手当、通勤手当、単身赴任手当、 　　　扶養手当、通勤手当、特殊勤務 　　　通勤手当、住居手当、時間外勤 　行うものとする。
　　　手当、通勤手当、特殊勤務 　　　、調整手当、通勤手当、特 　　　調整手当、住居手当、通勤手 　　　勤務手当、休日勤務手当、夜間 　　特殊勤務手当、時間外勤務手当、 　　　手当、時間外勤務手当、休日勤 　　　務手当、休日勤務手当、夜間勤
　　　手当、時間外勤務手当、夜　 　　　殊勤務手当、時間外勤務手 　　　当、単身赴任手当、時間外勤 　　　勤務手当、日直手当、期末手当 　　休日勤務手当、夜間勤務手当、日 　　　務手当、夜間勤務手当、宿日直 　　　務手当、宿日直手当、管理職員
　　　間勤務手当、休日勤務手当、 　　　当、休日勤務手当、夜間勤 　　　務手当、休日勤務手当、夜間 　　　勤勉手当、特殊勤務手当、管理 　　直手当、管理職員特別勤務手当、 　　　手当、管理職員特別勤務手当、 　　　特別勤務手当、期末手当、勤勉
　　　宿日直手当、管理職員特別 　　　務手当、宿日直手当、管理 　　　勤務手当、宿日直手当、管理 　　　職手当及び管理職員特別勤務手 　　期末手当及び勤勉手当を除いたも 　　　期末手当、勤勉手当及び退職手 　　　手当、勤勉手当及び特殊勤務手
　　　勤務手当、期末手当及び勤 　　　職員特別勤務手当、期末手 　　　職員特別勤務手当、期末手当 　　　当を除いたものとする。 　　のとする。 　　　当を除いたものとする。 　　　当を除いたものとする。
　　　務手当を除いたものとする。 　　　当、勤勉手当及び退職手当 　　　、勤勉手当及び特殊勤務手当 　２　官舎、制服その他に類する有価

　　　を除いたものとする。 　　　を除いたものとする。 　　物が職員に支給され、又は無料で
　２　　宿舎、食事、制服その他こ 　　貸与される場合においては、これ
　　　れらに類する有価物が職員に 　　を、給与の一部とし、その職員の
　　　支給され、又は無料で貸与さ 　　俸給額を調整する。
　　　れる場合においては、これを
　　　給与の一部とし、別に条例で
　　　定めるところにより、その職
　　　員の給料月額を調整すること
　　　ができる。

(給料表) （給料表） (給料表） （給料表） （給料表） （給料表） （給料表）
第３条　給料表は別表第1のとおり 第５条　給料は、別表第１及び第 第５条　給料は、別表第１から別表 第４条　給料表の種類は別表第１のと 第３条　給料は、別表第1に定める給 第５条　給料は、別表第１に定める給 第４条　給料は、別表第１に定める給
　　　とする。 　　　２に定める給料表による。 　　　第４までに定める給料表によ 　　　おりとする。 料表によるものとする。 　　　料表によるものとする。 　　　料表によるものとする。
　２　　職員の職務は、その複雑、 　２　　前項の給料表は、第２６ 　　　るものとする。 　２　　職員の職務は、その複雑、困 　２　前項の給料表は、第１９条に規 　２　　前項の給料表は、行政職給料 　２　　前項の給料表は、第１８条に
　　　困難及び責任の度に基づい 　　　条に規定する職員以外のす 　２　　前項の給料表は、第２５条 　　　難及び責任の度に基づき、これ 　　定する職員以外のすべての職員に 　　　表を適用するものとする。 　　　規定する職員以外のすべての職
　　　て給料表に定める職務の級 　　　べての職員に適用するもの 　　　に規定する職員以外のすべて 　　　を給料表に定める職務の級に分 　　適用するものとする。 　　　員に適用するものとする。
　　　に分類するものとし、その 　　　とする。 　　　の職員に適用するものとする。 　　　類するものとし、その職務の分
　　　職務の分類は、別表第２に 　　　類は別表第２によるものとする
　　　よるものとする。 （職務の級） （職務の級） 　３　　町長は、前項の規定に基づく （職務の級） （職務の級） （職務の級）
　３　　前条の規定により、１級 第６条　職務の級は、その複雑、困難 第６条　職務の級は、その複雑、困難 　　　、分類の基準に適合するように 第３条の２　職務の級は、その複雑、 第６条　職務の級は、その複雑、困難 第４条の２　職務の級は、その複雑、
　　　２級、３級、４級、５級、 　及び責任の度に基づき、これを給料 　及び責任の度に基づき、これを給料 　　　、かつ予算の範囲内で、職務の 　困難及び責任の度に基づき、これを 　及び責任の度に基づき、これを給料 　困難及び責任の度に基づき、これを
　　　６級、７級及び８級に決定 　表に定める職務の級に分類するもの 　表に定める職務の級に分類するもの 　　　級の定数を設定し、又は決定す 　給料表に定める職務の級に分類する 　表に定める職務の級に分類するもの 　給料表に定める職務の級に分類する
　　　される職員に適用する。 　とし、その分類は、別表第３による 　とし、その分類は、別表第５による 　　　ることができる。 　ものとし、その分類は、別表第２に 　とし、その分類は、別表第２による 　ものとし、その分類は、別表第２に
　４　　第１項の給料表は、非常 　ものとする。 　ものとする。 　４　　職員の職務の級は、前項の職 　よるものとする。 　ものとする。 　よるものとする。
　　　勤の職員以外のすべての職 　　　員の職務の級でこの定数の範囲
　　　員に適用する。 　　　内で、かつ、第１項の規定に基

　　　づく分類に従い、任命権者が決
　　　定する。
　５　　第１項の給料表は、附則第４
　　　項に規定する職員及び非常勤の
　　　職員以外のすべての職員に適用
　　　するものとする。
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町村名

大項目
大野郡５町２村合併協議会

調整内容

千歳村

中項目 小項目

調整の具体的内容
大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

犬飼町清川村 緒方町 朝地町 大野町



担当部会【総務部会】
⑨一般職の職員の身分の取扱い ①一般職の職員の身分の取扱い ③職員の給与について

※ 別表第１に定める給料表は省略 ※別表第1・第2に定める給料表は省略 ※ 別表第1から第4に定める給料表は ※ 別表第1に定める給料表は省略 ※ 別表1に定める給料表は省略 ※ 別表1に定める給料表は省略 ※ 別表1に定める給料表は省略
省略

別表第2（第３条関係） 別表第３（第６条関係） 別表第5（第6条関係） 別表第２（第４条関係） 別表第2（第３条の2） 別表第２（第６条関係） 別表第２（第４条の２関係）
(1)級別標準職務分類表 （1）級別標準職務分類表 （1）行政職給料表級　別標準職務分類表 （1）級別標準職務分類表 （1）級別標準職務分類表 （1）級別標準職務分類表 （1）級別標準職務分類表
級 級 級 級 級 級 級
1 主事、技師、保育士、司書、教 1 定型的な業務を行う主事及び技師 1 事務員、技術員、主事、技師、保健 1 事務員、技術員、保健師、保育 1 主事補、主事、技術補、技師、 1 主事、主事補、幼稚園教諭 1 主事、保健師、保育士の職務
諭、保健師、看護師の職務 の職務 師、栄養士及び保育士の職務 士及び司書補の職務 保健師、児童厚生員、指導員及 又はこれらに相当する職務
2 同上 又はこれに相当する職務 2 事務員、主事、技師、保健師 2 主事、技師、保健師、保育士、 び教諭の職務 2 主事、保健師、幼稚園教諭 2 主事、保健師、保育士の職務
3 主任及び特に高度な知識又は経 2 比較的高度の知識若しくは経験を 、栄養士及び保育士の職務 司書及び社教主事の職務 業務技師、司書補、業務主事、 又はこれらに相当する職務
験を必要とする主事、技師、保 必要とする業務を行う主事若しく 3 主事、技師、保健師、栄養士 3 主任、保健師、保育士、司書及 学校主事及び調理師の職務 3 主事、保健師、幼稚園教諭 3 主事、保健師、保育士の職務
育士、司書、教諭、保健師、看 は技師の職務 及び主任保育士の職務 び社教主事の職務 2 主事、技師、保健師、児童厚生 又はこれらに相当する職務
護師の職務 又はこれに相当する職務 4 係長、主幹、主査、主任技師、 4 主査、主任保健師、保育士、主 員、指導員及び教諭の職務 4 係長、主査、保健師、幼稚園教 4 係長及び主査並びに主任保健師及び
4 ①主任、主任技師、主任保育士 3 高度の知識若しくは経験を必要と 主任保健師、主任栄養士及び 任司書及び主任社教主事の職務 業務技師、司書補、業務主事、 諭 主任保育士の職務
、主任司書、主任教諭、主任保 する業務を行う主事若しくは技師 主任保育士の職務 学校主事及び調理師の職務 又はこれらに相当する職
健師、主任看護師の職務 の職務 5 課長補佐、室長、困難な業務 5 課長補佐、主幹及び係長の職務 5 課長補佐、係長、主査、保健師 5 課長補佐並びに困難な業務を分掌す

又はこれに相当する職務 を分掌する係長、同主幹、同 3 主事、技師、保健師、児童厚生 、幼稚園教諭 る係長及び主査並びに主任保健師及
②係長、副主幹及び主査の職務 主査、同主任技師、同主任保 6 課長、室長、園長、局長、館長 員、指導員及び教諭の職務 び主任保育士の職務

4 主任の職務 健師、同主任栄養士及び主任 、場長、困難な業務を所掌する 業務技師、司書補、業務主事、 6 課長、局長、室長、参事、課長 又はこれらに相当する職務
5 ①困難な業務を所掌する係長、 又はこれに相当する職務 保育士職務 課長補佐、困難な業務を所掌す 学校主事及び調理師の職務 補佐、主幹、係長、保健師、幼 6 課長・局長・館長・参事・園長の職
主幹及び主査並びに主任の職務 6 課長、局長、事務長、館長、 る主幹及び係長の職務 4 係長、主任、主任保健師、主任 稚園教諭 務、困難な業務を分掌する課長補佐
②課長補佐並びに主幹の職務 5 課長補佐及び主査の職務 園長、荘長、場長、参事、課 7 困難な業務を所掌する課長、室 児童厚生員、主任指導員及び主 、特に困難な業務を分掌する係長の

又はこれに相当する職務 長補佐及び室長並びに困難な 長、園長、局長、館長、場長課 任教諭の職務 7 課長、局長、室長、参事、課長 の職務
6 課長の職務及び困難な業務を処理す 業務を分掌する係長、主幹、 長補佐並びに主幹の職務 業務技師、司書補、業務主事、 補佐、主幹 又はこれらに相当する職務

6 ①特に困難な業務を所掌する係 る課長補佐の職務 主任保健師、主任栄養士、主 8 特に困難な業務を所掌する課長 学校主事及び調理師の職務 7 困難な業務を所掌する課長・局長・
長、副主幹及び係長相当の職務 又はこれに相当する職務 任保育士の職務 、室長、園長、局長、館長、場 8 課長、局長、参事 館長・参事の職務、特に困難な業務
②困難な業務を所掌する課長補 7 困難な業務を処理する課長の職務 7 困難な業務を分掌する課長、 長の職務 5 課長補佐、室長補佐、局長補佐 を分掌する課長補佐
佐並びに主幹の職務 又はこれに相当する職務 局長、事務長、館長、園長、 館長補佐、所長補佐、係長、主 及びそれに相当する職務
③課長、室長、局長、館長、所 荘長、場長、参事並びに課長 査、主任保健師、主任児童厚生 8 特に困難な業務を分掌する課長・局
長、場長、参事の職務 8 困難な業務を処理する課長の職務 補佐及び室長の職務又はこれ 員、主任指導員及び主任教諭の 長・館長・参事の職務

又はこれに相当する職務 に相当する職務 職務
7 ①特に困難な業務を所掌する課 8 特に困難な業務を分掌する課 業務技師、司書補、業務主事、
長補佐並びに主幹の職務 長、局長、事務長、館長、園 学校主事及び調理師の職務
②困難な業務を所掌する課長、 長、荘長、場長及び参事の職 6 課長、室長、局長、館長、所長
室長、局長、館長、所長、場長 務 、参事、課長補佐、局長補佐、
参事の職務 館長補佐、所長補佐、主幹、係

長、主査、主任保健師、主任児
8 特に困難な業務を所掌する課長 童厚生員、主任指導員及び主任
、室長、局長、館長、所長、場 教諭の職務
長、場長、参事の職長、 主任業務技師、主任司書補、主

任業務主事、主任学校主事及び
及び主任調理師の職務
7 課長、室長、局長、館長、所長
、参事、課長補佐、室長補佐、
局長補佐及び館長補佐、所長補
佐並びに主幹の職務
8 課長、室長、局長、館長、所長

医療職給料表（1）級別標準職務表 及び参事の職務
級
1 1 医師
2 1 医師
2 困難な医療業務を行う医師
3 1 副院長、部長
2 困難な医療業務を行う医長
4 1 院長
2 困難な医療業務を行う副院長

医療職給料表（2）級別標準職務表
級
1 1 栄養士、診療放射線技師、臨
床検査技師、理学療法士、作
業療法士の職務

2 1 薬剤師の職務
2 高度の知識又は経験を必要と
　 する業務を行う医療技師等の
職務

3 1 高度の知識又は経験を必要と
する薬剤師の職務
2 高度の知識又は経験を必要と
する医療技師等の職務

4 1 相当高度の知識又は経験を必
要とする薬剤師の職務
2 相当高度の知識又は経験を必
要とする医療技師等の職務

5 1 薬局長の職務又はこれに相当
する職務
2 主任医療技師の職務又はこれ
に相当する職務

6 1 相当困難な業務を処理する薬
局長の職務又はこれに相当す
る職務
2 相当困難な業務を処理する主
任医療技師の職務又はこれに
相当する職務

以下、次表に続く

調整内容

大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

協定項目　第９号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

小項目
大野郡５町２村合併協議会

標準的な職務

大項目 中項目

標準的な職務の内容

調　査
町村名

標準的な職務の内容

町
　
　
　
　
村
　
　
　
　
別
　
　
　
　
内
　
　
　
　
容

級
　
　
別
　
　
職
　
　
務
　
　
分
　
　
類
　
　
表
　
　
・
　
　
行
　
　
政
　
　
職
　
　
給
　
　
料
　
　
表

　
　
　
　
　
　
　
　
医
　
　
　
療
　
　
　
職
　
　
　
給
　
　
　
料
　
　
　
表

職務分類 職　　務標準的な職務 職　　　務

調整の具体的内容

標準的な職務標準的な職務

三重町 清川村 緒方町 朝地町 大野町 千歳村 犬飼町
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⑨一般職の職員の身分の取扱い ①一般職の職員の身分の取扱い ③職員の給与について

医療職給料表（3）級別標準職務表
級
1 1 准看護師の職務
2 1 保健師、助産師又は看護師、
准看護師（以下「保健師等」
という。）の職務

3 1 主任看護師の職務又はこれに
相当する職務
2 高度の知識又は経験を必要と
する保健師等の職務

4 1 副看護師長の職務又はこれに
相当する職務
2 困難な業務を行う看護師長の
職務又はこれに相当する職務
3 困難な業務を行う保健師等の
職務

5 1 総看護師長の職務又はこれに
相当する職務
2 相当困難な業務を行う保健師
等の職務

「技能労務職員の給与の種類及び基準に 「技能労務職に雇用される職員の給与の種類 「単純な労務に雇用される職員の給与の 「技能労務職員の給与の種類及び基準に 「大野町職員の給与に関する条例」 「単純な労務に雇用される職員の給与の 「単純な労務に雇用される職員の給与の種類
各 　に関する条例」 　及び基準に関する条例」 　種類及び基準に関する条例」 冠する条例 」 に包括されている。 種類及び基準に関する条例」 及び基準に関する条例」
町 （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋）
村
技 （給与の種類） （給与の種類） （給与の種類） （給与の種類） 朝地町の例による。 （給与の種類）
能 第２条　給与の種類は、給料及び手当と 第２条　給与の種類は、給料及び手当とする 第２条　給与の種類は、給料及び手当と 第２条　給与の種類は、給料及び手当と 第２条　給与の種類は、給料及び手当とする
労 　　する。 　２　給料は、正規の勤務時間による勤務に 　　　する。 　　する。
務 　２　給料は、正規の勤務時間による勤 　　対する報酬であって、手当を除いたもの 　２　給料は、正規の勤務時間による勤 　２　給料は、正規の勤務時間による勤 　２　給料は、正規の勤務時間による勤務に
職 　　務に対する報酬であって、手当を除 　　とする。 　　務に対する報酬であって、手当を除 　　務に対する報酬であって、手当を除 　　対する報酬であって、手当を除いたもの
員 　　いたものとする。 　３　手当の種類は、扶養手当、住居手当、 　　いたものとする。 　　いたものとする。 　　とする。
の 　３　手当の種類は、扶養手当、住居手 　　通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手 　３　手当の種類は、扶養手当、住居手 　３　手当の種類は、扶養手当、住居手当、
種 　　当、通勤手当、特殊勤務手当、時間 　　当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日 　　当、通勤手当、特殊勤務手当、時間 　　当、通勤手当、特殊勤務手当、時間 　　通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手
類 　　外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤 　　直手当、期末手当、勤勉手当及び退職手 　　外勤勤務手当、休日勤務手当、夜間 　　外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤 　　当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日
及 　　務手当、宿日直手当、期末手当、勤 　　当とする。 　　勤務手当、宿日直手当、期末手当、 　　務手当、期末手当、勤勉手当とし、 　　直手当、期末手当及び勤勉手当とする。
び 　　勉手当及び退職手当とする。 　　勤勉手当とする。 　　一般職の例により支給する。 （給料表）
基 第３条　給料については給料表を設け、 第３条　給料については給料表を設け、給料 第３条　給料については給料表を設け、 第３条　給料については給料表を設け、 第３条　給料については給料表を設け、給料
準 　　給料表の給料額は、職務の級及び当 　　表の給料額は、職務の級及び当該職務の 　　給料表の給料額は、職務の級及び当 　　給料表の給料額は、職務の級及び当 　　表の給料額は、職務の級及び当該職務の
を 　　該職務の級ごとの号給を設けて定め 　　級ごとの号給を設けて定めるものとする 　　該職務の級ごとの号給を設けて定め 　　該職務の級ごとの号給を設けて定め 　　級ごとの号給を設けて定めるものとする
定 るものとする。 　　るものとする。 　　るものとする。
め
る
条 「技能労務職員の給与に関する規則」 「技能労務職員の給与に関する規則」 「技能労務職員の給与に関する規則」 「技能労務職員の給与に関する規則」 「大野町職員の給与に関する条例」 「技能労務職員の給与に関する規則」 「技能労務職員の給与に関する規則」
例 （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） （関係部分抜粋） に包括されている。 （関係部分抜粋） （関係部分抜粋）
・
規 （給料表） （給料表）
則 第２条　給料表は、別表第１に掲げると 三重町、清川村、緒方町、朝地町の 第２条　給料表は、別表第１に掲げるとおり
　　おりとする。 同 左 同 左 同 左 例による。 　　　とする。
（級別標準職務分類表） （級別標準職務分類表）
第３条　条例第３条に規定する職務の級 第３条　条例第３条に規定する職務の級の分
　　の分類の基準となるべき標準的な職 　　　類の基準となるべき標準的な職務の内
　　務の内容は、別表第２に定める級別 　　　容は、別表第２に定める級別標準職務
　　標準職務分類表に定めるとおりとす 　　　分類表に定めるとおりとする。
　　る。
※別表第１　　給料表は省略 別表第1　　給料表は省略 別表第1 給料表は省略 別表第1 給料表は省略 別表第1 給料表は省略 別表第1 給料表は省略

技 別表第2（第３条関係） 別表第2（第３条関係） 別表第2（第３条関係） 別表第2（第３条関係） 「大野町職員の給与に関する条例」 別表第2（第３条関係） 別表第2（第３条関係）
能 級別職務分類表 級別標準職務分類表 級別標準職務分類表 級別標準職務分類表 に包括されている。 級別標準職務分類表 級別標準職務分類表
労 級 級 級 級 級 級
務 1 １　一般技能職（物の製作若し 1 定期的な業務を行う職務 1 1 一般技能職員、（物の製作若 1 1 電話交換士の職務 1 1 調理師の職務 1 1 一般技能職員（物の製作若しく
職 　くは修理等又は機械の運転若 しくは修理又は機械の運転若 2 一般技能職員（物の製作若しく 2 調理員等 は修理又は機器の運転若しくは
員 　しくは操作等に従事する職員 2 相当な技能又は経験を必要とする しくは操作に従事する職員を は修理又は機械の運転若しくは 2 1 調理師の職務 操作に従事する職員をいう。）
の 　をいう。以下同じ。） 職務 いう。） 操作に従事する職員をいう。） 2 調理員等 の職務
級 　の職務 3 高度な技術又は経験を必要とする 2 調理師の職務 3 調理師の職務 3 1 調理師の職務 2 調理師の職務
別 ２　自動車運転士の職務 職務 3 自動車運転士の職務 4 自動車運転士の職務 2 調理員等 3 自動車運転士の職務
職 ３　学校主事、労務作業員、調 4 相当高度な技能又は経験を必要と 4 数名の職員を直接指揮監督す 5 用務員、学校主事、労務作業 4 1 高度の技能又は経験を必要と 4 事務員及び用務員等の職務
務 　理員等（以下「学校主事等」 する職務 る主任又は特に困難な業務を 員、調理員等の職務 する業務を行う調理師の職務 2 1 一般技能職員（物の製作若しく
分 　という。）の職務 5 主査の職務又はこれに相当する職 行う職務又は相当の技能、経 2 1 相当の技能又は経験を必要と 2 相当の技能又は経験を必要と は修理又は機器の運転若しくは
類 2 同上 務 験を必要とする職務 する業務を行う電話交換士の する業務を行う調理員 操作に従事する職員をいう。）
表 3 １　相当の技能又は経験を必要 6 指導監督する主査の職務又はこれ 2 1 相当の技能又は経験を必要と 職務 5 1 高度の技能又は経験を必要と の職務

　とする業務を行う一般技能職 に相当する職務 する業務を行う一般技能職員 2 相当の技能又は経験を必要と する業務を行う調理師の職務 2 調理師の職務
　員の職務 7 特に高度の専門的な知識又は経 の職務 する業務を行う一般技能職員 2 相当の技能又は経験を必要と 3 自動車運転士の職務
２　相当の技能又は経験を必要 験を必要とする専門員の職務 2 相当の技能又は経験を必要と の職務 する業務を行う調理員 4 事務員及び用務員等の職務
　とする業務を行う自動車運転 職務の区分については、次にあげ する業務を行う調理師の職務 3 相当の技能又は経験を必要と 6 1 高度の技能又は経験を必要と 3 1 一般技能職員（物の製作若しく
　士の職務 るものとする。 3 相当の技能又は経験を必要と する業務を行う調理師の職務 する業務を行う調理師の職務 は修理又は機器の運転若しくは
３　相当の経験を必要とする業 技能労務職員＝運転士、調理師、学校 する業務を行う自動車運転士 4 相当の技能又は経験を必要と 2 相当の技能又は経験を必要と 操作に従事する職員をいう。）
　務を行う学校主事等の職務 主事、用務員 の職務 する業務を行う自動車運転士 する業務を行う調理員 の職務

4 数名の職員を直接指揮監督す の職務 2 調理師の職務
4 上記職員のうち主任の職務 る主任又は特に困難な業務を 5 相当の経験を必要とする業務 3 自動車運転士の職務
5 １　高度の技能又は経験を必要 行う用務員等の職務 を行う用務員等の職務 4 事務員及び用務員等の職務
　とする業務を行う主任（一般 3 1 高度の技能又は経験を必要と 3 1 高度の技能又は経験を必要と 4 1 相当の技能又は経験を必要とす
　技能職員）の職務 する業務を行う一般技能職員 する電話交換士の職務 る業務を行う一般技能職員の職
※以下、次表に続く の職務 務

※ 以下、次表に続く ※ 以下、次表に続く ※ 以下、次表に続く

　
　
　
　
　
町
　
　
　
　
　
　
村
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
内
　
　
　
　
　
　
容

協定項目　第９号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

大項目 中項目 小項目

調整内容

大野郡５町２村合併協議会

調整の具体的内容
大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

千歳村

標準的な職務 標準的な職務

標準的な職務の内容

調　査
町村名

　３　手当の種類は、扶養手当、住居手

朝地町緒方町清川村 大野町

標準的な職務 標準的な職務

三重町

標準的な職務 標準的な職務

犬飼町
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2 高度の技能又は経験を必要 2 高度の技能又は経験を必要と 2 高度の技能又は経験を必要と 2 相当の技能又は経験を必要とす
要とする業務を行う主任（ する業務を行う調理師の職務 する業務を行う一般技能職員 る業務を行う調理師の職務
自動車運転士）の職務 の職務 3 相当の技能又は経験を必要とする
3 相当の経験を必要とする 3 高度の技能又は経験を必要と 3 高度の技能又は経験を必要と 業務を行う自動車運転士の職務
困難な業務を行う主任（学 する業務を行う自動車運転士 する業務を行う調理師の職務 4 困難な業務等を行う事務員及び用
校主事等）の職務 の職務 4 高度の技能又は経験を必要と 務員等の職務

6 1 特に高度の技能又は経験 4 高度の技能又は経験を必要と する業務を行う自動車運転士 5 1 高度の技能又は経験を必要とする
を必要とする業務を行う主 する業務を行う職務 の職務 業務を行う一般技能職員の職務
任（一般技能職員）の職務 4 1 高度の技能、知識又は経験を 5 長期の経験を必要とする業務 2 高度の技能又は経験を必要とす
能職員）の職務 必要とする業務を行う一般技 又は困難な業務を行う用務員 る業務を行う調理師の職務
2 特に高度の技能又は経験 能職員の職務 等の職務 3 高度の技能又は経験を必要とする
を必要とする業務を行う主 2 高度の技能、知識又は経験を 4 1 高度の技能又は経験を必要と 業務を行う自動車運転士の職務
任（自動車運転士）の職務 必要とする業務を行う調理師 する電話交換士の職務 4 困難な業務等を行う事務員及び用
3 相当の経験を必要とする の職務 2 高度の技能又は経験を必要と 務員等の職務
特に困難な業務を行う主任 3 高度の技能、知識又は経験を する業務を行う一般技能職員 6 1 特に高度な技能又は経験を必要と
（学校主事等）の職務 必要とする業務を行う自動車 の職務 する業務を行う一般技能職員の職

運転士の職務 3 高度の技能又は経験を必要と 務　
4 高度の技能、知識又は経験を する業務を行う調理師の職務 2 特に高度な技能又は経験を必要と
必要とする業務を行う職務 4 高度の技能又は経験を必要と する業務を行う調理師の職務

5 1 直接指揮監督する主任又は特 する業務を行う自動車運転士 3 特に高度な技能又は経験を必要と
に困難な業務を行う一般技能 の職務 する業務を行う自動車運転士の職
職員の職務 5 長期の経験を必要とする業務 務　
2 多数の調理師を直接指揮監督 又は困難な業務を行う用務員 4 特に困難な業務等を行う事務員及
する主任の職務 等の職務 び用務員等の職務
3 高度の技能、知識又は経験を 5 1 高度の技能又は経験を必要と
必要とする困難な自動車運転 する電話交換士の職務
業務を行う係長の職務 2 高度の技能又は経験を必要と
4 数名の職員を直接指揮監督す する業務を行う一般技能職員
る主任の職務 の職務

6 1 多数の一般技能職員を直接指 3 高度の技能又は経験を必要と
揮監督する特に困難な主任の する業務を行う調理師の職務
職務 4 高度の技能又は経験を必要と
2 多数の調理師を直接指揮監督 する業務を行う自動車運転士
する特に困難な主任の職務 の職務
3 高度の技能、知識又は経験を 5 長期の経験を必要とする業務
必要とする特に困難な自動車 又は困難な業務を行う用務員
運転業務を行う係長の職務 等の職務
4 数名の職員を直接指揮監督す 6 1 高度の技能又は経験を必要と
る相当困難な主任の職務 する電話交換士の職務

2 高度の技能又は経験を必要と
する業務を行う一般技能職員
の職務
3 高度の技能又は経験を必要と
する業務を行う調理師の職務
4 高度の技能又は経験を必要と
する業務を行う自動車運転士
の職務
5 長期の経験を必要とする業務
又は困難な業務を行う用務員
等の職務

協定項目　第９号大野郡５町２村合併協議会　協議事項調整内容

大項目 中項目
大野郡５町２村合併協議会

調整内容

調　査
調整の具体的内容

小項目

町村名
大　　　野　　　郡　　　５　　　町　　　２　　　村　　　の　　　現　　　況

三重町 清川村 緒方町 朝地町 大野町 千歳村 犬飼町



「一般職の職員の身分の取扱い」に関する法令

○市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第6号）

（職員の身分の取扱い）

第９条　合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職に在る合併関係市町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措置しなければならない。
  ２　合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員の全てに通じて公正に処理しなければならない。

○地方公務員法（昭和25年法律第261号）

（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員）

第３条　地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。
　２　一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。
　３　特別職は、次に掲げる職とする。

　　一 　　　就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職
　　一の二 　地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職
　　一の三 　地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職
　　二　　　 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規定により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの
　　三 　　　臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職
　　四 　　　地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの
　　五 　　　非常勤の消防団員及び水防団員の職
（分限及び懲戒の基準）

第２７条　全ての職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。
　２　職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任され、若しくは免職されず、この法律又は条例で定める事由による場合でなければ、その意に反して、休職されず、又、条例で定める事由に
　　よる場合でなければ、その意に反して、その意に反して降給されることがない。
　３　職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受けることがない。

（降任、免職、休暇等）

第２８条　職員が、次の各号の一に該当する場合においては、その意に反して、これを降任し、又は免職することができる。
　　一　勤務成績が良くない場合
　　二　心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合
　　三　前二号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合
　　四　職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合
　２　職員が、次の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれを休職することができる。
　　一　心身の故障のため、長期の休養を要する場合
　　二　刑事事件に関し起訴された場合
　３　職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続き及び効果は、法律に特別の定がある場合を除く外、条例で定めなければならない。

　４　職員は、第16条各号（第3号を除く。）の一に該当するに至ったときは、条例に特別の定がある場合を除く外、その職を失う。

【先進事例】
篠山市（Ｈ11.4.1） 南アルプス市（Ｈ15.4.1）
　①篠山市、西紀町、丹南町、今田町及び多岐郡広域行政事務組合の一般職の職員は、すべて新町の 　①６町村の一般職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。
　　職員として　引き継ぐ。 東かがわ市（Ｈ15.4.1）
　②職員の定数の合計については、現行定数を移行するものとし、各区分毎の割り振りについては、 　　引田町、白鳥町及び大内町の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。
　　合併時に調整する。なお、合併後は職員の定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努める 　①職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、適正化に努めるものとする。
　　ものとする。 　②職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から合併時に調整し、統一する。
　③職員の職名については、合併時に調整し、統一を図る。 　③職階については、合併時に職名と共に級分類を調整し、統一する。
　④給与については、町村会準則給料表を基準とし、級別標準職務表は、合併時に調整し統一を図る。 　④職員の給与については、適正化の観点からその基準を調整する。現職員については、現給
　　なお、現職員については、現給を保障する。 　　を保障し、合併後速やかに給料の格差是正を行うものとする。
あさぎり町（Ｈ15.4.1） 佐伯市（Ｈ17.3.3予定）
　①一般職の職員は、市町村の合併に関する法律第９条により、すべて新町の職員として引き継ぐも 　９市町村の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐ。
　　のとする。職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努め 　①新市の職員数は、事務組織に合わせた定員適正化計画を合併までに策定する。
　　るものとする。 　②職制は、事務組織や人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から合併までに調整し、統一する。
　②職員の職の設置並びに職名については、人事管理及び職員の処遇の観点から、合併時に統一する。 　③合併時、身分を保有する職員は、現給を保障し、速やかに給料の適正化を行う。
　③職員の給与については、職員の処遇及び給与適正化の観点から調整し、統一する。 　④諸手当は、他の地方公共団体との均衡を失しないよう合併までに統一する。

本表の用語等について

吏員：地方公共団体において、一定の事務又は技術をつかさどる者をいい、雇員、傭人など、その他の職員と区別される。自治法では、吏員という語は、副知事、助役、出納長、副出納長、収入役及び副収入役を含めて、長の

　　　補佐機関（吏員に相当する者以上の者）を総称する場合と、これらの者を除いた吏員を指す場合があるが、後者は、更に事務をつかさどる事務吏員と技術をつかさどる技術吏員に分けられる。

大野郡５町２村合併協議会

協定項目　第９号
協　議　事　項　に　係　る　参　考　資　料



■職務上の地位別職員数（一般行政職のみ：税務職、看護・保健職、福祉職、医師職

◆一般職の職員の身分の取扱い（基本的考え方） 　　　　　　　　　　　　薬剤師・医療技術職、企業職、技能労務職、教育職を除く）
（平成１５年４月１日現在　単位：人）

　新設合併において、市町村合併が行われる場合には、一般職の職員が勤務していた市町村の法人格が消滅するため、

法律的には失職してしまうことになります。 　　部次長級

　このような不合理を避けるため、合併特例法第９条第１項において、合併関係市町村は合併の際、その職員が引き続 　うち相当職

き合併市町村の職員としての身分を保有するよう措置しなければならないと定めています。そのため、合併協議会にお 　うち女性職

いて、合併市町村が消滅する市町村の一般職の職責を引き継ぐ旨の取り決めを行い、合併した日に、新設合併における 　　課長級

市長職務執行者が、それぞれの職員に対して辞令を交付することになります。 　うち相当職

　また、同条２項において、合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分の取扱いに関しては、職員のすべてに通じ 　うち女性職

て公正に処理しなければならないと定めています。 　　課長補佐級

　うち相当職

■職員数（平成15年４月１日現在） （単位：人） 　うち女性職

　　係長級

　うち相当職

　うち女性職

　　その他の吏員

　うち相当職

　うち女性職

　　その他の職員

　うち相当職

　うち女性職

　　合計

　うち相当職

　うち女性職

（Ｈ15地方公共団体定員管理調査０８表より）

■級別職員数（医療職）１５年４月１日現在（単位：人）

■級別職務分類は本表に掲載している。

■級別職員数（一般行政職・技能労務職）１５年４月１日現在 (単位：人）

59

1606 7448

1

110

11

9

5

2

10

1

緒方町

医（二）１級

6

2

4

1

２級

区分

４級

２級

計

６級

５級

４級

３級

６級

５級

３級

２級

４級

医（一）１級

３級

医（三）１級

24 0

104 2

161 30

81

55 12 120 19

3

62 1267 5 90 10 3

11

2 4 2 9

17 815 15

10 2 9 10

21

13 37 1 20 2 31 9

6 8 1

78113 9

13 12 3 1 19

6
医（三－4）2
　　　　　15 4 6 1

12 90 97 7 115 1 17 1

2 1 46 3

21 0

1 13 1 1 9 1

一般行政職 技能労務職

千歳村

5 3 2 2

13

犬飼町

技能労務職 一般行政職 技能労務職

7

2

1

10 3

7

2

3

4

710

6

22

29

11

清川村

100

10569

249

271

技能労務職

51

54

朝地町 大野町

一般行政職

791

844

123

9

2

7

2 4 1

74

2

計

11

12

13

80

126

13

清川村

技能労務職 一般行政職 技能労務職

140

一般行政職

15

87

3

1

9

00

0

00

2

11

1 1

7

2

10003

朝地町緒方町

123

0

0

1

33

18

0

合計犬飼町千歳村大野町

1

0

109

1

4

15

26

0

24

68

技能労務職

177

190

164

８級

７級

５級

27

小計

６級

22

41

2

2

一般行政職

緒方町

75

２級 13

４級

３級

行一１級

項目

合計

8

三重町

条例定数

実職員数

一般行政職技能労務職一般行政職

8

31

0

14

0

000

00 00

00

0

協　議　事　項　に　係　る　参　考　資　料

0 0

0

0

三重町

1216

清川村

0 0 0

11 13 8310

0 0

7

0

0

区分 三重町 犬飼町千歳村大野町朝地町緒方町清川村 合計

首長部局

議会

監査委員会

52

2

2

51

42

45

条例定数

実職員数

条例定数

実職員数

条例定数

教育委員会
条例定数

実職員数

選挙管理委員会

実職員数

実職員数

条例定数

3

3

135

1

2

126

2

1

1

1

休日夜間急患セ
ンター 実職員数

条例定数

農業委員会
条例定数

実職員数

2

3

1

1 3

16

2

2

14

14 17

106

緒方町立病院
123

140条例定数

実職員数

2

59

60

10

12

2

72

1

23

1

1

22

2

3

1

74

1

77

37

38

1

2

2

11

2

3

59

62

13

2

2

2

2

1

1

136

3

12

16

2

512

533

0

6

13 0

54

3

6 0

9

0

0

27

26

4

9

40

5

27

0 0

7

2

12

0

0

33

0

11

8

0

3

1

5

0

1

2

8

0

0

16

83

10

18

218

0

57

0 0

21

0

3

16

0

0

0

0

0

0

0

45

5

8

0

93

9

23

0

56

0

14

5

0

0

0

40

0

0

0

0

71 43

1

5

35

94

合計

13

0

0

0

471

5

0

0

0

100 51 74 680177 67 139 72

協定項目　第９号

大野郡５町２村合併協議会



■級別職員数（広域連合・大野東部消防組合）１５年４月１日現在（単位：人） ■一般職の職員にかかる年齢別職員数（１５年４月１日現在）

■ラスパイレス指数の推移

※ラスパイレス指数とは、地方公務員と国家公務員の給与水準を、国家
公務員の構成を基準にして、職種ごとに学歴別、経験年数別に平均給料
月額を比較し、国家公務員の給与を１００とした場合の地方公務員の給
与水準を示したものです。

■経常収支比率（人件費の推移） 　　　（単位：％）

※経常的な一般財源において、人件費がどれだけ占めるかを割合で示し
たものです。適正な比率は、市３４．１％、町村３１．４％となってい
ます。

■平均給与月額

※上記資料は、15年度当初予算書給与費明細書より抜粋
　尚、朝地町、千歳村の技能労務職については、記載なし

■大野広域連合 ■東部消防組合

101.6
99.4
100.5
99.9

15.4.1
100.9
99.3
100.4

35.5
34.1
36.4
34.6

１４年度
27.6
37.8
27.2

6
7
79合計

項目
東部消防組合
消防職
3
4
3
10
4
42

18

行一１級
２級
３級
４級
５級
６級
７級
８級

小計
合計

2
1
1
1
4
4

31

行一１級
２級

８級
７級

３級
４級

協　議　事　項　に　係　る　参　考　資　料

大野広域連合
一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 技能労務職 医療職（医師）

清川村 緒方町

13

1
2
3
10
2

５級
６級

項目

三重町
清川村
緒方町
朝地町
大野町
千歳村
犬飼町

100.9
100.2
102.0
99.6
101.5
100.6

101.2 101.6 102.6 101.8
11.4.1 12.4.1 13.4.1 14.4.1

102.0
102.3

102.0
100.3
100.8
100.5

99.9
99.5
99.8
99.2

１１年度 １２年度

98.7
102.4

101.0
99.5
99.9
100.2

三重町
清川村
緒方町
朝地町
大野町
千歳村
犬飼町

１０年度
27.7
34.4
28.7
33.1
36.6
34.7
31.6

26.3
37.3
28.2
34.1
37.5
35.6
32.6

35.2
33.6

27.3
37.9
26.9
34.3
36.3
36.0
32.6

26.4

3

2

36.2

35.7
28.4
34.2

101.8
100.2

１３年度

13

4

5

2

20以下 1

年齢
三重町

21～25

26～30

31～35

36～40

41～45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

13

40

24

22

24

5

4

7

3

2

3

3

6

2

2

3

3

4

1

2

1

1

1

2

10

一般行政職

13

21

一般行政職 技能労務職

4

2

2

1

1

1

1

1

1

55

3

3

1

1

1

2

12

医療職（医師）

1

1

1

犬飼町

一般行政職

20以下

小計

合計

164

177

13

13

14

11

3

3

4

3

4

5

5

5

4

5

3

2

2

120

1

1

2

6

8

1

2

4

1

2

1

1

1

1

13

医療職（医師以外）

11

5

12

12

20

5

2

4

7

4

4

2

5

2

1

1

9719

朝地町

一般行政職 技能労務職

4

17 1

7 1

2

13 1

3

1

4

2

1

2

1 1

3

3

2

1

67 5

72

協定項目　第９号

2

249

年齢
大野町

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職

千歳村

68

技能労務職

26～30 11 10 1

21～25 8 6

36～40 9 1 5 2

31～35 7 7

46 4 1

41～45 22 6

48 2 1

47 2 2

50 1 1 2

49 2

52 2 2 1

51 5 1

54 4 1 2

53 4 1 1

56 1

55 4 1

58 2

57 1 2

60

59 2 1

3

合計 100 51

小計 90 10 48

1

11

9 1

14

4

1

1 2

2

3

1

2

2 1

4

2

4

2

2

3

1

1

62 12

74

一般行政職

1

46

123

82

65

85

19

16

21

16

13

606

技能労務職

1

4

3

2

18

5

医療職（医師） 医療職（医師以外）

8

9

6

18

14

19

22

2

4

1

2

1

1

1

2

14

1

10

10

11

10

2

6

4

5

1

1

3

74

11

5

12

12

20

5

2

4

7

4

4

2

5

2

1

1

97

1

58

140

108

89

117

24

20

26

24

18

26

19

26

28

791

合計

11

2

791

職種別合計

25

11

11

7

59
2 7 3 5 8 3 5
50 58

1 1 消防職
年齢58 59

技能

51 53 54年齢
一般
50 52 55 56 57
1 1

大野郡５町２村合併協議会

51 52 53 54 55 56 57

緒方町
朝地町
大野町
千歳村 356,516（38.1歳）
361,638（40.2歳）

353,831（38.0歳） 345,827（43.6歳） 352,468（38.0歳）

427,887（54.0歳）
―

396,270（48.8歳）

三重町

犬飼町

清川村 359,862（38.6歳）
366,828（40.6歳）
355,500（41.2歳）
395,966（43.0歳）

316,016（40.3歳）
326,867（38.2歳）

―
385,293（42.0歳）
355,485（38.1歳）
350,270（40.5歳）

396,450（52.0歳）
―

―

360,616（39.6歳）
366,698（40.1歳）
346,100（38.7歳）

393,200（49.8歳）

平成14年４月１日現在 平成15年４月１日現在
一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職

339,973（43.4歳）
312,558（39.3歳）
321,587（37.9歳）



大野郡５町２村合併協議会

行政職給料表（一） 医療職給料表（一） 医療職給料表（二） 医療職給料表（三）

職務の級 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 職務の級 1級 2級 3級 4級 職務の級 1級 2級 3級 4級 ５級 ６級 職務の級 1級 2級 3級 4級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

1 ― ― 185,600 220,600 238,300 259,100 278,700 300,100 1 473,900 545,600 597,300 677,300 1 ― ― 207,100 231,100 268,100 310,200 1 ― ― 222,700 245,900 277,400

2 135,100 171,500 192,800 228,700 247,300 268,100 288,000 310,200 2 484,100 561,800 614,200 690,300 2 139,700 177,400 214,400 239,400 277,600 320,400 2 152,800 179,800 229,800 253,200 285,900

3 139,500 178,400 200,200 237,200 256,500 277,200 297,600 320,400 3 494,300 578,300 631,000 702,400 3 145,200 184,100 221,900 247,900 287,100 330,600 3 158,400 188,200 238,000 260,600 294,500

4 144,000 185,600 207,500 246,200 265,200 286,400 307,500 330,900 4 509,800 594,900 647,900 714,300 4 152,000 190,600 229,900 256,500 296,800 340,700 4 164,200 197,500 245,500 268,100 303,000

5 149,200 191,600 215,400 255,300 273,800 295,600 317,300 341,400 5 526,100 611,500 660,700 725,800 5 158,700 197,500 238,100 265,100 306,600 350,800 5 170,400 203,500 252,800 275,700 311,700

6 155,000 197,000 223,300 263,800 282,500 305,000 327,300 351,900 6 542,200 628,200 673,800 737,200 6 166,300 204,200 246,400 273,600 316,300 360,500 6 178,700 209,500 260,200 283,500 320,400

7 161,000 202,400 231,200 272,300 291,200 314,400 337,300 361,800 7 557,300 645,000 686,500 748,100 7 173,900 211,000 254,900 282,300 326,200 370,100 7 187,100 215,700 267,500 291,300 328,900

8 167,300 207,600 238,700 280,700 299,700 323,800 347,100 371,400 8 573,000 657,700 698,600 758,500 8 180,300 217,700 263,300 291,100 335,800 379,700 8 195,800 222,500 274,900 299,300 337,200

9 171,900 212,600 245,200 288,900 308,200 333,200 356,700 380,900 9 588,000 669,200 710,200 768,800 9 186,600 224,600 271,700 299,900 345,300 389,300 9 201,200 229,600 282,300 307,300 344,900

10 175,600 217,000 251,600 296,900 316,600 342,500 366,000 390,300 10 601,000 679,900 721,200 778,500 10 192,100 232,000 280,100 308,700 354,600 398,900 10 206,600 237,600 290,000 315,400 352,500

11 178,800 221,400 257,900 304,700 324,700 351,900 375,100 399,700 11 613,900 689,500 732,000 788,300 11 197,600 238,900 288,400 317,300 363,800 408,500 11 212,100 244,900 297,600 323,200 360,100

12 181,600 225,700 263,500 312,000 332,200 361,200 383,900 409,100 12 626,500 698,700 742,400 797,300 12 202,900 245,700 296,500 325,700 372,300 417,300 12 217,700 252,200 305,300 330,800 367,500

13 184,300 230,000 269,000 319,100 339,700 370,200 392,400 417,900 13 635,800 707,700 752,300 806,000 13 208,000 252,200 304,500 333,500 381,000 425,400 13 223,500 259,600 312,600 337,900 375,100

14 186,400 233,200 274,100 326,000 346,900 379,000 399,400 425,800 14 644,700 716,500 762,100 814,700 14 212,900 258,700 312,200 341,200 388,800 431,500 14 229,400 266,900 319,700 344,900 382,500

15 188,500 236,200 279,200 332,100 352,500 386,600 405,000 431,700 15 652,000 725,300 770,500 823,100 15 217,300 264,300 319,600 348,400 394,900 437,300 15 235,400 274,200 326,700 351,800 390,000

16 190,100 239,300 283,700 337,700 357,300 392,200 409,800 437,400 16 656,700 733,900 779,000 831,600 16 221,700 269,700 326,700 354,300 400,700 441,200 16 241,100 281,400 333,200 358,400 397,000

17 242,200 287,800 341,400 361,300 397,200 414,000 441,200 17 661,300 740,000 787,500 839,500 17 225,900 274,800 333,200 359,400 405,400 445,000 17 246,700 288,800 339,600 364,700 403,800

18 245,100 291,500 344,700 364,600 400,700 417,600 445,000 18 663,900 744,900 794,200 846,000 18 230,100 279,900 339,200 364,000 410,000 448,900 18 252,300 296,000 345,500 371,000 409,800

19 247,000 294,700 347,900 367,500 404,200 421,300 448,900 19 749,100 800,800 851,300 19 233,500 284,400 343,200 367,500 413,800 452,500 19 258,100 302,900 351,500 377,100 414,500

20 297,100 350,200 370,400 407,600 424,800 452,500 20 752,500 805,500 856,000 20 236,500 288,800 347,200 371,000 417,300 456,200 20 263,600 309,900 357,300 382,700 418,700

21 299,000 352,400 372,900 411,100 428,300 456,200 21 756,000 810,200 860,700 21 239,500 292,000 350,700 374,200 420,800 21 268,600 316,800 363,100 388,000 422,900

22 301,000 354,700 375,500 414,500 431,900 22 759,500 814,800 865,400 22 241,800 294,500 353,400 377,100 424,200 22 273,700 322,900 368,700 392,900 426,700

23 302,900 357,000 378,000 417,900 23 762,900 818,900 870,100 23 243,600 296,900 356,000 379,900 427,700 23 277,900 328,800 373,800 396,800 430,100

24 304,900 359,200 380,600 421,400 24 766,400 823,100 874,800 24 298,600 358,400 382,200 24 282,300 334,600 378,800 400,200 432,700

25 306,900 361,600 383,200 25 300,400 360,700 384,600 25 286,400 340,100 382,900 403,400

26 308,700 363,800 385,900 26 302,100 362,700 387,100 26 290,500 344,000 386,200 406,700

27 310,600 366,100 27 304,000 364,800 389,800 27 294,000 347,400 389,200 409,600

28 312,600 368,400 28 305,800 366,900 28 297,200 350,400 392,000 412,100

29 314,500 29 369,100 29 299,700 353,100 394,800

30 316,500 30 371,400 30 301,800 355,200 397,500

31 318,400 31 303,600 357,200 399,900

32 320,300 32 305,500 359,200

再任用職員 150,800 188,600 217,400 254,500 272,000 296,100 313,200 335,000 再任用職員 189,600 217,400 256,200 273,700 304,300 342,600 33 307,500 361,100

備考： 備考： 備考： 34 309,400 363,200

◎この表は、他の給料表の適用を受けないすべての職員に適用する。 ◎この表は病院に勤務する医師に適用する。（独自給料表） ◎この表は、病院に勤務する栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師 35 311,300 365,300

◎清川村診療所においては、国公給料表（医療職）２表　   理学療法士、作業療法士、薬剤師の職員に適用する。 36 313,200 367,500

　を適用している。 　 37 315,000 369,900

38 317,100 372,200

39 319,100

40 321,200

41 323,100

237,300 270,500 277,900 289,400 312,400

備考：

◎この表は病院に勤務する保健師、助産師、看護師、准看護師

　に適用する。

協定項目　第９号協　議　事　項　に　係　る　参　考　資　料

再任用
職員以
外の職
員

職員の
区分

再任用職員

職員の
区分

再任用
職員以
外の職
員

職員の
区分

職員の
区分

再任用
職員以
外の職
員

再任用
職員以
外の職
員




